
第��編 鉱物資源の多国間一般均衡モデルと資源政策
　　－銅地金�鉱石の国際寡占市場における分析

�� はじめに

本稿では銅の国際市場における多国間一般均衡モデルの構築をおこない、需給両面の様々

な要素に起因する一次資源の価格高騰リスクのシミュレーション、およびその供給障害に

対する我が国の資源政策を考証することを目的としている。

我が国では現在、特殊法人改革の中で、資源政策の実施機関についても見直しを迫られ

ている。本来の改革のためには、我が国の国益の所在、それと整合する政策のあり方こそ

が慎重に検討されなければならない。資源政策の評価を目的とするならば、資源セキュリ

ティーの確保を志向することが我が国経済体系の如何なるリスクの緩和に貢献しているの

か、この原点の考証こそが不可欠である。それは、一次資源の供給障害による価格高騰リ

スク、そしてその一国経済体系に齎す波及効果（�������	
）を評価することに他ならない。

もし過去の需給量と価格の推移の観察による経験的考証のみによっては、そのような問

題設定に対する十分な接近は困難であろう。その観察は既に行われている資源政策の成

果を基にした、その上部における現象に過ぎない。過去の観察値の考察のみではなく、そ

れを発生する構造的なメカニズムを検討し、資源政策の持つ経済的外部性を抽出するこ

とが必要である。また、検討されるべき供給障害は過去の評価のみではない。それは不確

実性はありながらも、将来十分に予想される需給両面の外生的条件の変化による影響で

あろう、将来に向けての問題設定である。非鉄メジャーによる寡占化はその進行を加速し

ており、それは近い将来に我が国の資源セキュリティーに対して如何なる影響を齎しうる

のであろうか？台頭する中国など新興国の将来の成長軌道によっては、需要面からの如何

なる価格高騰リスクを持つであろうか？資源政策の評価のためには、将来の供給障害リス

クを検討することができる定量的モデルを構築しなければならない。そのための第一次

接近が本稿である。

本稿で構築されるモデルは、銅の地金�鉱石の二つの国際市場における需給構造を描く

多国間一般均衡モデルである。生産�消費あるいは輸入�輸出に関する各国の経済行動、特

に鉱石の生産�輸出国における寡占的経済行動が、地金と鉱石の相互依存的な二つの国際

市場を形成し、両国際市場における需給均衡を達成するように国際地金価格と国際鉱石

価格が同時決定される。我が国では価格高騰時のインパクトを緩和させるためにも、多

大なコストを払って長期契約による海外鉱石の確保をおこなっている。モデルでは、その

評価のためにも、鉱石輸出入において長期契約とスポット市場を分離して描写している。

以下では、はじめに本稿で構築するモデルの目的と諸前提を示すことにする。第�章で

は国際地金市場および国際鉱石市場のモデルの方程式体系を紹介し、第
章では若干の観

察とともに基準ケースとなるシナリオを設定する。そして第�章で、鉱石供給障害、地金



需要増大、鉱石の長期契約輸入の評価などについての各種シミュレーションによって我が

国の資源政策の考証をおこない、また最後に将来の銅価格動向についての考察を加える

こととしたい。

�� 目的と前提

われわれの最終的な分析目的は、一次資源の供給障害による価格上昇が、我が国の産業

構造、技術構造、または貿易構造のもとで、経済体系へと如何なる波及効果（�������	


	�	��）を齎し得るかを考察することにある。供給障害はさまざまな要素に起因する。鉱

石輸出国の減産は、それが経済的要因によって戦略的に意図されたものであれ、あるいは

政情不安などによる意図しないものであれ、輸入国にとっての供給障害を齎すであろう。

また一方で、中国のような高成長国における輸入量の急速な増大も、地金�鉱石の国際市

場において価格高騰をもたらし、それ以外の輸入（消費）国における供給障害となるかも

しれない。その意味で、供給障害は供給側にのみ起因するものではなく、鉱物資源の需給

構造、そしてその市場価格変動によってのみ、定義されまた観察され得る。本稿でのモデ

ルは、この経済波及効果の分析に接近するための第一段階であり、地金�鉱石の国際市場

価格決定メカニズムの描写を通じて、供給障害（価格変動）の可能性をシミュレーション

することを目的とする。その目的に鑑み、本稿におけるモデルは次のような構造と前提

を想定している。

第一に、本稿が目的としているのは、一つの均衡状態における需給均衡図式を描くこと

である。���や�����などの国際市場価格は、需要変動の不確実性、市場参加者の期待

あるいは投機的行動などによって影響され、かなりの変動性を持っていることが観察され

る。仮に分析対象期間を極めて短期（たとえば�日や�週間）とするならば、その価格変動

を需給構造モデルによって記述することは困難な作業であろう。この目的のためには需給

構造体系を描くモデルではなく、価格が何らかの確率過程に従うモデル設定が適当であ

るかもしれない。本稿の目的は「需給構造モデル」の構築であり、不確実な情報や投機的

行動に依存することなく、確実性を持った各国の需要と供給の経済行動として描かれ、国

際市場における均衡の姿を求めることに重点が置かれる。

第二に、地金と鉱石について二つの国際市場を想定する多国間一般均衡モデル

（�����������
� �	�	
�� 	 ����!
��� ��"	�）である。地金の市場価格は鉱石の市場価格に依

存し、鉱石の需要�生産は地金生産量に依存している。想定する二つの国際市場は相互依

存的（���	
"	�	�"	��）であり、モデル体系全体としては両市場における需給均衡の結果と

して地金と鉱石の国際均衡価格が同時決定される。モデル体系において価値基準財

（���	
��
	）は我が国の国内製錬コストである。それを��#と基準化したもとでの、地金と

鉱石、および製錬費（$��%�）の国際均衡価格が求められる。

第三に、不完全競争市場の記述を想定している。鉱石国際市場における需要と供給を構

成する市場参加者をみれば、鉱物資源の偏在性とその技術特性から、生産�輸出国（供給

側）が寡占的戦略を持つ不完全競争市場を想定することが適当である。鉱山の生産活動

は限界費用がほぼ一定であると考えられ、限界費用原理による完全競争的な価格設定が



されてはいない、あるいは鉱石供給国の利潤最大化を意図した減産によって市場価格が限

界費用から乖離し得ると考えている。もし輸出国（あるいは輸出企業）が市場規模に比し

て零細にすぎず完全競争市場に近いものであるならば、国家的な備蓄や、我が国の現行

の資源政策手段である海外鉱山の自主開発などは、限られた意味しかもたないであろう。

第四に、鉱石輸入の長期契約とスポット市場を分離し、需給構造モデルでは主に後者の

スポット市場における価格形成を想定している。長期契約により定められた$��%�は、

地金の市場価格に対して連動性を持つ（エスカレーション条項）。モデルにおいてスポッ

ト市場における需給均衡とともに長期契約の描写もおこなわれる。

第五に、需給構造モデルの分析における時間的視野を明らかにしておきたい。供給側と

需要側から具体的に示そう。供給側においては、たとえ国際市場における均衡価格の上昇

によって、新規鉱山開発や開山へのインセンティブに影響を与えようとも、年間生産可能

量（上限値）は鉱石生産�輸出各国で固定されている。このとき各国の短期限界費用は鉱

石生産量が年間可能量に接近するにしたがって上昇せざるを得ない（長期では限界費用曲

線は右方へとシフトするであろう）。一方、需要側においては地金や鉱石の需要量の決定

に際して、一次資源間の代替可能性を拡大させることは無いとしている。電気銅の（恒常

的な）価格上昇は、長期的には電気銅の需要先における代替技術開発に対するインセン

ティブを与え、現在よりも一次資源間の代替を促進することもある程度可能であるかもし

れない。本モデルでは、鉱石輸出国において新規開山は無く、地金消費国において資源間

の代替可能性を想定しない。上記のような意味で、需給両面において短期的な視野を前

提としている。ただし、そのことは条件を所与としていることであって、新規開山を含む

所与となる外生条件を変えたときのシミュレーションは可能である。

第六に、本モデルは地金�鉱石の国際市場を描く一般均衡モデルであるが、一次資源の

価格高騰による一国経済体系への外部性の考察のために、一国経済体系全体を描くモデ

ルへの接合を視野に入れている。我が国のような銅鉱石の輸入国にとって、その輸入需要

量は、銅地金の国内生産量に依存している。そして輸入も含めた電気銅の国内需要量は、

そのほとんどを銅電線（我が国の�###年では&��&'）や伸銅品（同����'）の需要量に依存

している。さらに銅電線や伸銅品は、その需要を誘発する電気通信施設建設や各種電気

機械の消費および投資需要などに影響され、その最終需要は、家計所得水準、国内総生産

（その成長率および将来見通し）や利子率の関数である。それらは究極的には、すべての

財・サービス市場、労働市場、資本市場における均衡と同時決定的な性質を持っている。

このような経済体系全体における一般均衡的な考察はわれわれの最終的な分析視野のも

とにあり、本稿ではその接合を考慮して各国の地金の国内需要量を外生としている。言い

換えれば、地金の国内需要については外部的なシナリオや構造を与えるようにオープン

である。もし経済体系全体のモデルへの接合を待たずとも、本モデルで内生的に決定さ

れる地金価格変化による地金の国内需要量の変動について簡単なシナリオを与えてそれ

を内生化して解くことも可能である。

第七に、資源政策評価を可能にするものでなければならない。($�や)$*などの経済

のグローバル化、また���などの国際市場の成熟化が進む中で、果たして一次資源にま



で遡った資源確保を国家として推進するべきなのか、あるいは国内製錬会社（スメル

ター）に対して一国経済の視野からの外部性を鑑み保護的な立場を取るべきなのか、そ

れは民間経済活動のインセンティブの範囲内に留まるべきなのか、国民経済にとって再検

討すべき時期を迎えていると言えよう。われわれの構築するモデルは、非鉄金属市場の特

性を十分に反映した上で、現行の政策手段の役割を考証できるための表現を備えていな

ければならない。その表現を与えるためには、上記のように地金�鉱石の二つの国際市場

を設定し、また我が国のように多大なコストを払って実現している長期契約を特掲して描

く必要がある。

最後に、本稿のモデルは、各国における非鉄金属市場の需要�供給スケジュール、

$��%�、長期契約、国際市場の描写のために、その構造方程式の持つパラメタについて

は資料の入手可能性から実証性を犠牲にせざるを得ない面がある。その意味では、現在

の需給均衡の構造を前提に、近い将来におけるシミュレーションやその描写における説明

可能性を重視したものである。以下ではモデルの方程式体系を示すことにする。

�� モデル構造

��� 一般均衡体系

われわれのモデルは地金および鉱石の多国間一般均衡モデル（�	�	
�� 	 ����!
��� ��"	�）

であるが、まずはじめに一般均衡体系の視野から体系を整理しておきたい。地金と鉱石

という二つの財に、製錬サービスという財を追加して考察をおこなう。ここで整理のた

め、製錬会社の機能を、製錬所（製錬活動）、製錬サービスの提供をおこなう部門（その

製錬活動に関わる費用を製錬所に支払い、国際価格で販売する）、そして実際に鉱石と製

錬サービスから地金に変換する部門の三つに分割しておこう。このように、地金�鉱石�製

錬サービス�製錬活動という四つの財・商品を想定したとき、�国において次のような産業

連関体系を描くことができる。

表 �+ 地金�鉱石�製錬サービスの産業連関体系
地金 ��� 鉱石 ��� 製錬���� 製錬 ��� 消費 輸出 �－�輸入 生産
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表�は、関税や国際運賃、長期契約などを略して完全に国際的な一物一価のもと簡約化

した、需給均衡状態にある均衡取引量と均衡価格の体系を描いている。� �
�、� �

�、� �
�、� �

�

はそれぞれ地金�鉱石�製錬サービス�製錬活動の均衡価格であり、��
��はそれぞれの国内

供給量、��
��は国内需要量、��

��、��
��は輸出量、��

��、��
��は輸入量を示している（ただ

し, - �� #� �� 	、ここでは簡単化のため、表記法は以下のモデル方程式体系からは異なっ



ている）。なお、一般に産業連関表において中間消費に計上される地金消費についてはモ

デルの視野からは最終需要として計上している。モデルでは需給均衡の結果、すべての

市場参加国についてこのような産業連関表が求められることになる。表�のような投入産

出構造を前提としたとき、各市場における需給均衡の達成に関わらず（上付��Æ.の�を取

り除いた価格と数量によって）、各�国において次のような名目の所得支出バランスが成

立していることは自明である。

����� - ����� / ������ ����� - 
��� ������ - ����� / 
��� ������ - 
�� 0�1


�� / 
�� / 
�� - ����� / ����� � ����� / ����� � ����� 0�1

0�1式はそれぞれの費用定義式であり、0�1式は付加価値と最終需要の集計値における恒

等関係である三面等価を示している。すべての国において成立する0�1式および0�1式を集

計し、世界全体の貿易収支の名目集計値が恒等的にゼロであることから次式を求めるこ

とができる。
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0�1式は、それぞれの集計的超過需要（���
	���	 	.�	�� "	���"）に価格を乗じたものの

集計値は必ずゼロとなることを示す。この関係式は地金�鉱石�製錬サービス�製錬活動の

価格（��2��2��2��）がそれぞれの市場の需給均衡を達成する均衡価格（� �
� 2�

�
� 2�

�
� 2�

�
�）で

あるか否かに関わらず、恒等的に満たされる。よって、もし地金�鉱石�製錬サービス�製錬

活動の四つの市場のうち、三つの市場において需給均衡が成立すれば、もう一つの市場

では必ず需給が均衡していることを意味している。これはワルラス法則（(�
���3� ��4）

と呼ばれるものである。本稿での一般均衡モデルでは第四番目の仮想的な財、製錬所に

よる製錬活動は外生変数であるから、地金と鉱石の二つの国際市場における需給均衡

（
�

��
�
�� -

�
� �

�
��および

�
� �

�
�� -

�
��

�
��）を達成する均衡価格� �

� および� �
� が求められ

たとき、(�
���3� ��4よって製錬サービス市場での需給均衡（
�

� �
�
�� -

�
� �

�
��）は成立し

ている。よってモデルにおける価値基準財（���	
��
	）は外生的な製錬活動価格（製錬コ

スト）である。

以下での定式化のように、モデルでは関税や国際運賃の存在や、鉱石の長期契約、銅ス

クラップなどが考慮されており、ここでは基本構造を示しただけに過ぎない。特にモデル

での���	
��
	は我が国の国内製錬コストであり、その単位製錬コストを��#と基準化した

もとでの地金�鉱石�製錬サービスの相対価格が求められることになる。

��� 分類と変数定義

モデルにおける国分類は表�のとおりであり、モデルで想定する市場参加国は大きく鉱石

輸入国群と鉱石輸出国群とに分類される。以下ではそれぞれを集合	�と	�として表す

ことにする。モデルでの経済主体は、表�に定義した各国に属する鉱山会社、製錬会社、



最終購買者である。また実際には若干の例外国を含み得るが、モデルでは鉱石輸入国群

（� � 	�）に属する国では鉱石輸出量がゼロであるとし、鉱石輸出国群（� � 	�）では鉱

石輸入および地金輸入がゼロであると想定している。

表 �+ モデルにおける国分類
　　鉱石輸入国；	� 　　　鉱石輸出国；	�
���� 日本 ���	��
���
���� 　 ���� チリ ��
������������


��� 中国 ��
����

��
� 　 
��� インドネシア ���
���������

���� 韓国 ��
��
������� 　 ���� オーストラリア �

	�
�


���

���� ドイツ �
�
�
�
����� 　 ���� カナダ �
���������
�


��� アメリカ �����	����� 　 
��� パプア・ニューギニア �������������

���� ������ ����
������	��� 　 ���� ペルー ����
����
�

　 ���
 ������ ���
�
�
���
�

���はその他世界（���� �� ��� ��	
�）

�
内は �����年�����年
の鉱石輸入量および輸出量（単位：地金換算千 ��出典����）

以下では、地金市場、鉱石市場の順にモデル構造方程式体系を詳述することにする。変

数名に関する定義として、各変数の下付��Æ.の�は地金（電気銅）を、�は鉱石（銅精鉱）

を示すものとする。銅精鉱は一般に金属含有量（品位）が�#�
#'程度であるが、物量とし

ての鉱石の重量をすべて地金換算（�	�
�� $�� !� �	��� ����	��；以下では �）し、実際に

採収できる比率（実収率）を乗じたベースによって定義し、物量単位として地金と統一的

に扱えるものとする。また価格変数について大文字の��は基準年単価（一定値）、小文字

の��は価格指数（基準年値を��#とする）を示しており、その積����が価格である。必要

に応じて、変数の上付��Æ.の�はドル建てによる評価を、�はスポット、�は長期契約を示

している。各種の外生変数および内生変数、パラメタの整理は*��	"�.に整理してある。

��� 国際地金市場

����� 地金バランス

ある�国の地金国内需要量を���としたとき、それは国内生産によって供給がおこなわれ

るか、あるいは輸入によって需要が充足されることになる。前者（ただし輸出向け等の生

産を含む）を���、後者を���とすれば、各�国において次の物量バランス式と名目バラ

ンス式（各国通貨建て）が成立している。
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�
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���

	
����� - � �

���
	
��0��� / ���1 / � �

���
	
�����　　　　　　 0� � 
�1　　　　　 0��1

ここで���は地金輸出量であり、それはすべて国内生産される（輸入品の再輸出は無

い）ものとする。地金の国内需要量���は中間財としての投入量と民間在庫純増からな

り、ひとまず所与としておこう。モデルでは民間部門の在庫残高水準は一定レベルに保た



れているものとし在庫純増は明示的に取り扱わないが、���は国家備蓄や特に���指定倉

庫などの在庫純増に関しては分離して政策的な外生変数とする�。備蓄量の放出（売却）

はマイナス値をとり、買入はプラス値をとる。よってこれを加算した0��� /���1が国内需

要量である。価格変数のうち大文字で示した� �
��、��

��、� �
��は、それぞれ国産地金価格、

輸入価格（�5)/関税）、そして地金需要者の国内需要価格の基準年単価（各国通貨��）を

示している。国内需要価格は、国産地金販売価格と輸入地金の複合財価格（��������	

�
��	）として基準年単価が定義されている。一方、小文字で表した����、�	��は、輸入価格

指数および輸出価格指数を示す（すべての価格指数は基準年において�となるように、そ

れぞれの単価が定義されている）。

0
1式は産業連関表の産出ベクトルに対応する一般的な物量バランスであるが、0�1式お

よび0�31式に示した名目バランスは非鉄金属市場に特有な要素を持っている。まず鉱石輸

入国（� � 	�）の名目バランス式である0�1式の意味を示すことにしよう。一つの特性は、

地金の国内販売価格を自由に設定することができずに、���や�����などの国際市場

で決定される国際地金価格（輸入各国の陸揚げにおける輸入価格����）に連動せざるを得

ないことである。よって価格の変動分を示す価格指数では、地金の国内販売価格指数は輸

入価格指数と同一であり、0�1式はその名目販売金額バランス式を示している。ただし基

準年単価の格差に観察されるように、国産地金と輸入地金は完全に無差別（完全代替）で

はなく、取引ロットや納期の弾力的対応などのサービスを付随するために、輸入地金と国

産地金で基準年単価での格差を認めている。鉱石輸入国（� � 	�）について、輸入価格

（輸入地金の陸揚げ価格）を次のように定式化しよう。

��
���

�
�� - ��0� / ��10��� / � �

� �
�
�1 0&1

0&1式は、国際地金市場におけるドル建ての国際価格� �
� �

�
�と各国の輸入価格��

���
�
��との

関係式を示している。手数料に関しては輸入国の差異に依存せずドル建て基準年単価� �
�

に含まれているものとし、��は為替レート（各国通貨�ドル）、��は関税率、���は国際市

場における価格基準地から各�国までの国際輸送マージン額（ドル��）である。鉱石輸入

国においてはこの地金の輸入価格指数����が、国内販売価格指数を意味することになる。

一方、鉱石輸出国（� � 	�）における地金取引に関する名目バランス式（物量バランス

に同一価格� �
���

	
��を乗じたもの）を示したものが0��1式である。モデルで想定している鉱

石輸出国は、地金の生産�輸出国でもあり、一方で地金輸入量はゼロである�。よってここ

�我が国では銅、鉛、亜鉛、アルミニウムを備蓄対象とする輸入安定化のための制度が����年より発足した
が、銅は�������年度に買入がおこなわれ、�������年度ですべて売却されている（資源エネルギー庁 ���）。そ
の後現在まで銅は備蓄対象ではない。なお����年度からは、金属鉱業事業団でレアメタルを対象として国家
備蓄制度を創設している。備蓄対象品目はニッケル、クロム、タングステン、モリブデン、コバルト、マンガ
ン、バナジウムである。また�� 指定倉庫（!"	���#��）は、世界��ヶ国$�地域に���の倉庫を指定している。
我が国にはその指定は無い。ひとまず���は外生値とするが、地金の価格高騰に対応した政策的なシナリオを
導入することも可能である。

�例外的に、表�で鉱石輸出国と定義した国のうち、�%パプア・ニューギニアは地金の生産�輸出はゼロであ
り、また$%カナダは地理的な条件から米国からの地金輸入が若干存在している。また、中国では銅など地金の
輸出に対して輸出関税が賦課されている（本稿で基準年とする����年では、銅に��&の輸出関税が課されて
いるが、����年暫定税率では �となっている（日本貿易振興会 ���））。



では、機会費用としての地金国内販売価格指数は地金輸出価格指数を基準に連動するこ

ととしている。以下の061式のとおり、国際地金市場における地金国際価格から国際運賃

を除いたものによって、輸出価格（各国通貨建て）が定義されている。

� �
���

	
�� - ��0�

�
� �

�
� � ���1 061

以上、地金の名目バランス式を考える上において、モデルの対象国は鉱石輸入国群

（� � 	�）と鉱石輸出国群（� � 	�）との二つのグループに分割し、その価格想定値、特

に機会費用としての国内販売価格に異なった想定がされていることに留意されたい。鉱石

輸入国および鉱石輸出国の国内販売価格は、共に国際地金市場によって決定される地金国

際価格に依存していることは同一である。しかし、鉱石輸入国においては地金の輸入価

格に、鉱石輸出国では地金の輸出価格に連動することとなっている。既述のように、鉱石

輸出国は地金輸入がゼロであり、また一方で地金生産国であっても、相対的に大規模な地

金消費国ではない。その地金生産の多くは海外最終購買者向けであり、輸出価格を機会費

用として0��1式のような連動を想定することは自然であろう。形式的には、同様な扱いを

することが鉱石輸入国においても可能である。しかしながら、鉱石輸入国に分類される

国家群は、一般に地金輸入量が輸出量を上回っており、また国内に大規模な地金需要を持

つ、地金消費国である�。よって各国内で生産された国産地金はその多くが国内最終購買

者向けである。このことから鉱石輸入国の定式化としては、大量の国内需要を充足する

ために輸入価格との比較において地金の国内販売価格を決定していると想定している。

����� 国際価格

地金の輸出入に関する定式化の前に、地金�鉱石�製錬サービスのそれぞれの国際価格につ

いて整理しておきたい。我が国のような自山鉱を持たない製錬会社（カスタムスメル

ター）の視野から見れば、非鉄製錬会社にとって地金生産による収益はドル建てで定義さ

れる製錬費（$��%�）のみである。ドル建てによる$��%�は、製錬サービスの国際価格

であると考えることができる。���のような地金の国際価格を基準としたとき、製錬会

社は$��%�という国際価格の決定のために鉱山会社と交渉をおこなっている。同じこと

を、鉱山会社から見ればそれは鉱石の国際価格の交渉を意味している。地金、鉱石、製錬

サービスの国際スポット価格には次のような恒等的な関係が成立している。

� �
� �

�
� � � �

� �
�
� � � �

��
�
� - # 071

071式における� �
� �

�
�、� �

� �
�
�はそれぞれ国際地金市場および国際鉱石市場における国際価

格、� �
��

�
�は国際価格として決定される製錬サービス価格（スポット$��%�）である。こ

の式は、はじめに0�1式に示した地金の費用定義式に他ならない。071式は金属含有量によ
�鉱石輸入国（� � 	�）の地金輸入量と、地金輸出量を比較すると、�%日本（���%�����%�）、�%中国

（$��%$���%$）、�%韓国（���%�����%$）、$%ドイツ（���%�����%�）、�%アメリカ（���%����%�）のようになっている（����
年推定値：千�）。地金の輸出入のみからみると我が国は若干の例外国である。しかしアメリカ、中国に次ぐ地
金の一大消費地であり、地金の輸入価格が重要であることに変わりはない。我が国の貿易統計から地金の輸入
価格指数を計算すると、地金の国内建値との相関係数は���������年で�%���と非常に高い正の相関を持ってお
り、地金の国内建値は地金輸入価格に強く依存していることが確認される。



る生産�需要重量の定義によって、すべて地金換算��あたりの単価を示している。モデル

で想定する最終購買者、製錬会社、鉱山会社の三者はそれぞれ国際地金価格、国際製錬

サービス価格（$��%�）、国際鉱石価格が、彼らの直接的な費用�収益の源泉となる。

����� 地金国産率

地金の国内最終購買者の需要量��� /���（輸出を除く）に対して、その需要を満たすべ

く国産量と輸入量を決定しよう。モデルでは鉱石輸出国（� � 	�）は地金輸入量はゼロな

ので、ここでは鉱石輸入国（� � 	�）における国産率の定式化をおこなう。一般に国産率

の決定は、当該財の生産価格と輸入価格の相対価格変化によって影響される、価格効果を

持つと考えられる。しかし地金の国内販売価格は、その輸入価格（輸入地金の各国の陸揚

げ価格）に連動しており、地金の相対価格に差異が発生する余地は実際に僅かである（モ

デルでは0�1式のように発生しない）。これは、生産される財（地金）が質的に類似してい

ること、���などの国際市場の影響力が強いことなどに起因すると考えられ、非鉄金属

市場の大きな特性の一つである。よって地金の販売価格（その変化率）は国内製錬会社と

海外製錬会社でほぼ同一であることから、国産率を決定する要素ではない。同様なこと

は、製錬サービス（$��%�）のみが製錬会社の生産物であると考えたときにも言える。各

国の非鉄製錬会社はその立地の内外に関わらず、$��%�のドル建てによる国際価格

（� �
��

�
�）に縛られている。

現実には、自国通貨で換算した$��%�が、その国内コストとの比較において低下（ま

たは上昇）したとき、減産（増産）をおこなうであろう。よって一つの定式化の方法は、

製錬会社の収益となる$��%�と、国内での製錬コストとの差異によって定義される利潤

を最大化するように生産量（輸出向けを含む）を決定しると考えるものである。利潤最大

化のためには、自国通貨で換算した$��%�が国内製錬コストの限界費用に等しくなるま

で、スポット市場で製錬サービスを提供することになるだろう。このとき地金の国産率は

事後的に決定されるが、原料となる鉱石の価格を含んだ粗概念ではなく、$��%�（国際

価格）および国内製錬コストといった純概念の価格にのみ依存することになる。

もう一つの定式化は、国産地金と輸入地金が不完全代替の関係にあるとし、両者の純概

念による製錬費用の最小化によって表現することである。モデルでは短期的視野から国内

製錬コストを外生的に一定とし、内生的に変動する$��%�の国際価格に依存しながら、

国産率を決定するものとしよう。地金輸入各国において輸入地金の製錬サービス価格（そ

れは製錬会社の収益を表す）は、071式における製錬サービスの国際スポット価格� �
��

�
�の

各国通貨換算値だけではなく、次のように定義することができる。
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081式における��
���

�
��は0&1式に定義した�5)輸入価格に関税を課した地金輸入価格であ

り、���
�� ����� は後の0�&1式で定義される鉱石のスポット輸入価格である。���

�� ����� は地金輸

入国における$��%�の国内機会費用（����
������ ����）を意味している。特に国内機会費



用（収益）としては、関税率��が賦課されたもとで定義されていることに留意されたい。

一方、国内製錬コストを各国通貨建てによって������と表記しよう。輸出を除く国内需要

量��� / ���に対して、次の二つの物量ベースによる国産率を定義することにする。

��
�� -

��� ����

��� / ���
0�#1

���
�� -

0��� ����1���
��

0��� / ���1���
��

0��1

モデルの短期的視野からは、長期契約（後の��
��で詳述）による鉱石輸入分について

は、製錬会社の収益となる$��%�はドル建てでほぼ固定されている。よって長契分に関

しては、スポット市場での市況によらず地金生産をおこなうことが現実的であると考えら

れる。このように長期契約に基づく輸入鉱石��
��については製錬をおこなうことを前提

とし、それを上回る国内需要に対して定義された国産率が 0��1式の���
�� であり、0�#1式の

��
��はそれを含む全体の国産率を示している。前者をスポット国産率と呼んでおこう。物

量ベースのスポット国産率���
�� を製錬サービスの費用最小化に基づいて次のような関数に

よって示すことにしよう�。

���
�� -

����
���

�

��
��

�
���

���
��

����
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0��1式のパラメタ���は基準年（価格指数は��#）における輸入地金（���）と調整スポッ

ト国産地金（��� ���� ���
��）の物量比である（鉱石輸出国にとっては、地金国産率が�

であるから��� - #であると解してよい）。���は製錬サービスの相対価格変化による代替

弾性（	��������� �9 ��!���������）を示している。ともに非負値であり、��� -�のとき相対

的な国産価格の上昇（または下落）によって実質国産率は�� - #（�� - �）となり、完全

代替（�	
9	�� ��!���������）となることを示している。��� - #のとき、相対価格の変化に

よっては物量国産率が全く変化しない完全補完（�	
9	�� �����	�	���
���）の関係を示す。

また��� - �のとき、国産率は、名目金額比率が一定値となるように、相対価格の変化に

よって相対数量が変化する。商社にとって、国産地金かあるいは輸入地金を購入するかの

選択は、価格変化に対する数量調整速度、取引数量の多寡、商慣行（系列取引など）、付

����
式による地金国産率決定に関する定式化は、国産地金と輸入地金の ' �（(�)��")� �
"��*(*�+ ��
�#,��*�#�*�)）型集計関数を前提とした、製錬サービスの費用最小化行動によると解することができる。いま
� - ��������� .��� ���

��
、� - ������� ���� ���
��
、� - ����� ���、�� - ���、�� - ����� とし（ただ

し�����は���と����� の (�/0��*�� 0	*(�による基準年単価を示す）、

� -
	
	��� . ��� 	
���



����

という' �集計関数を想定する。総費用 ���� . ���
を最小化するための必要条件は、
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���
�
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であり、

��
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���
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 �
��� および �

���
を、それぞれ
��、���と置き換えると ���
式が求められる。



随サービス（納期の迅速性など）あるいは地金の質の相違などに影響されるであろう。

0��1式による定義は、それらの諸要因による不完全代替性を表現している。図�は国産地

金と輸入地金の不完全代替性と製錬サービスの費用最小化による国産率���
�� の決定を示

している。もし����� が上昇したとき、図の等費用直線の傾きは小さくなり、輸入地金と国

産地金の不完全代替による集計曲線との接点は右方へ移動する。それは輸入地金から国

産地金への代替を意味するから、スポット国産率���
�� は上昇することになる。また0�#1式

および 0��1式より、二つの国産率は次のような関係にある。
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スポット国産率は# � ���
�� � �であるから、全体としての国産率��

��は0��1式右辺の第一

項がその最小値となる。我が国のように鉱石輸入の多くを長期契約に基づくとき、短期

的には長契輸入鉱石からの地金生産量が最小生産レベルを与えることになる。

国産率関数の意味を補足しておこう。0��1式のスポット国産率関数は、071式で想定される

製錬サービスの国際価格���の各国通貨換算値ではなく、081式における各国の陸揚げ時にお

ける輸入価格（各国通貨建て）����� によって定義されている。よって、輸入地金に賦課さ

れる関税の存在は、輸入国においてはその分だけ高い国内製錬サービスを許容し、国産

率を高める要因になっている。逆に関税の撤廃は、0��1式の輸入地金の製錬サービス価格

����� を低下させることによって国産率を低下させることになる。また����� は各国通貨建て

で定義されていることから、ドルに対する各国通貨の上昇（例えば円高）は輸入地金の製

錬サービス価格の低廉化（国内製錬会社の収益低下）を齎し国産率を下げることになる	。

$��%�の国内機会費用（収益）である����� が 081式に定義されているように、それは地

金の国際価格���と鉱石の国際価格���に依存して決まっている。もし何らかの外生的ショッ

ク、例えば地金需要の急速な増大などによって地金�鉱石の国際市場において一時的に両

者の価格指数が��� � ���となったとき、それは差分としての����� で示される各国の$��%�

の増加を意味するから、スポット国産率は上昇する。その追加的な地金生産のためには、

国際スポット鉱石市場からの輸入の拡大が必要であり、結果として鉱石市場がタイトに

なってその市場価格���は上昇することになる。この地金�鉱石の価格差の縮小によって、

$��%�の増加幅は小さくなるから地金国産率の上昇は抑制されることになる。逆に、鉱

�我が国の製錬会社を例とすれば、もし製錬会社が、鉱石をドル建てで購入し、製錬した地金を（�� など
の国際市場価格とはある程度独立に）国内で円建てで販売しているとすれば、円高によって差益が発生するは
ずである。しかし実際に製錬会社は、買鉱製錬費というドル建ての1'��'を収入とするのみであり、また賃
金やエネルギーなどの実際に国内での製錬に要するコストは円建てによらざるを得ないことから、円高差損
および円安差益である。製錬会社にとっての収益がドル建ての1'��'にのみ依存しているということは、製
錬会社が国際競争を常に意識せざるを得ないことを意味している。そして製錬費の為替変動によって生じる
差損�差益を（少なくとも短期的には）すべて製錬会社が負うことを示している。このことは、����年のプラ
ザ合意以降急速な円高を経験した我が国においては、賃金やエネルギーなど実際の製錬コストを円建てに拠
らざるを得ない国内の非鉄製錬会社が如何に熾烈な競争に直面していたかを物語っている。非鉄製錬会社は、
内需に依存し内外価格差に守られた諸産業と異なり、外需に大きく依存したゆえに熾烈な国際競争に晒され、
またそれによって国際競争力を実現した自動車製造業や電気機械産業などと同様である。しかしこれらの製
造業が我が国の大きな内需にも支えられていること、そして非貿易財について非効率産業を抱えた我が国と
の内外価格差の存在を考えるとき、買鉱製錬費がすべてドル建てで決定される非鉄製錬会社は、それ以上に
熾烈な国際競争に晒された産業であると言える。



図 �+ 国産地金と輸入地金の代替：国産率関数���
��

石の供給障害などによって��� � ���となったときには、$��%�が減少することになるから

国産地金から輸入地金への代替がおこり、国際地金市場において市場価格���が上昇する

ことになる。国産率関数はこのような意味で、地金�鉱石の二つの国際市場間での裁定的

な機能を持っている。

以上の定式化から、地金国内需要���/���を所与としたもとで、各国の地金輸入需要量は、
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のような関数によって示すことができる。

����
 地金輸出関数

次に地金の輸出（供給）関数を定義しよう。既述の考察と同様に、もし何らかの外的な要

因によって地金の国際価格���が鉱石の国際価格���よりも上昇したとき、それは製錬会社に

とって$��%�の上昇を意味するから、鉱石のスポット買いによって地金生産を増加し輸出

することで利益を得ることができる。それは地金国際市場における供給増を意味するか

ら地金国際価格の上昇幅は縮小し、また鉱石輸入量の拡大によって鉱石の国際スポット市

場においては価格上昇を齎すことになる。この地金と鉱石の価格差の縮小は$��%�の低

下であるから、地金輸出量を抑える要因となる。鉱石輸入がゼロである鉱石輸出国にお



いても、国際鉱石価格の上昇によって機会費用としての鉱石（販売）価格は高まるから、

地金の輸出増加は抑制される。ここではこのような関係を想定し、地金輸出関数（� �

	� � 	�）を次のように定義しよう。
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輸出量の決定は$��%�の国際価格と国内製錬コストとの差異に依存して決定されるも

のとして0��1式のように定式化している。この輸出関数において、 :���は基準年における

各国の輸出量、�	��は相対価格変化に対する輸出の価格弾力性を示しており、非負値をと

るパラメタである。なお、国産率関数においての輸入地金の$��%�は081式に示すように

関税を含む機会費用（収益）として定義されていたが、輸出関数においては 0�&1式の�	���

のようにそれを除いたベースの機会費用が与えられている。

����� 国際地金市場均衡

地金の国際市場における需給均衡条件は、地金輸入関数0�
1式および地金輸出関数0��1式

によって求められる市場集計需給量の均衡を示す以下の式によって表される。
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��� 0�61

0�61式が国際地金市場において満たされるとき、各国の地金物量バランスを示す0
1式よ

り国内生産量と国内需要量についても
�

������� ��� -
�

�������0��� /���1が成立する

ことになる。また各国の地金国産量は、国内需要を充足するための国産量��
��0��� /���1

と、輸出供給のための国産量���の和によって、以上から次のように示される。
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0�71式は、地金の国内需要��� /���など外生的条件を所与としたとき、国際地金価格

���と国際鉱石価格���に依存して、各国の地金国産量が決定されることを意味している。

よって各国の地金国産量は、地金と鉱石、二つの相互依存的な国際市場の需給均衡（0�61

式と後の0

1式）を達成する国際均衡価格と同時に求められることになる。また各国にお

いて地金国産量の決定は、鉱石在庫残高が一定に保たれることを前提にして、鉱石国内

需要量の決定を意味する。鉱石の国内需要量を���とすると、地金の国内生産量���に対

し、次の物量関係を満たす。

��� - ������ - ��� 0�81

0�81式の���は、物量ベースで定義された投入係数（����� ��	Æ��	��）を示している。本

来、鉱石の品位や実収率によってこの物量投入係数は異なるが、はじめに想定したように



金属含有量によって鉱石を実収ベースで地金換算することで���は各国共通に��#とするこ

とができる。その単位変換によっては物量として��� - ���が成立している（すでに地金

国産率の定式化における長期契約鉱石輸入量��
��の扱いは、この関係を仮定している）。

次に、ここで求められる鉱石国内需要量を所与として、国際鉱石市場における需給を示

すことにしよう。

��
 国際鉱石市場

��
�� 鉱石バランス：輸入国

鉱石の輸入各国（� �	�）においては次の物量バランスおよび各国通貨建ての名目バラン

スが成立しているものとする。
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鉱石国内需要量を���としたとき、それは国内生産���によるか、あるいは輸入���に

よって需要が充足される。なお鉱石の輸入国においては鉱石の輸出はゼロであると仮定し

ている。米国では、国内鉱石の輸送コストと外国への輸送コストとの関係などから、地金

生産者の立地条件によっては輸出入ともに存在するが、全体から見るとこれは例外的なも

のであり、この単純化は妥当であろう。またそれぞれの価格定義は、地金の 0
1式、0�1式

および0��1式と同様に、大文字の価格はそれぞれ基準年単価（一定値）、小文字の価格はそ

れぞれの価格指数（基準年は�となる）を指している。

0��1式の価格指数定義の意味は、地金の名目バランス式 0�1式と（鉱石輸入国は輸出量

がゼロであるという点を除き）同様である。国内鉱出やリサイクル銅の機会費用（収益）

は鉱石輸入（陸揚げ）価格であり、国内鉱の販売価格指数は鉱石輸入価格指数����によって

評価されている。

��
�� 長期契約

次に鉱石輸入国の輸入需要量���を、長期契約に基づく鉱石輸入量��
��と、スポット市場

において調達される鉱石輸入量��
��とに分割する。それぞれの輸入価格を���

�� ����� 、

���
�� ����� とし、物量および名目値で次の定義式が成立しているものとする。
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�� はそれぞれ基準年における長期契約輸入単価、スポット市場輸入単価（とも

に各国通貨建て）、小文字の����� 、����� はそれぞれの価格指数を示す。

一般に我が国の海外非鉄資源の確保の方式には、「自主開発」、「融資買鉱」、「単純買

鉱」の三つがある（資源エネルギー庁 ;�<）。「自主開発」は、海外資源について、調査探鉱

段階から自らリスクを負担し、9	���!�����が認められたもとで、現地法人の設立、資金の提



供と鉱山開発等をおこない、生産された鉱石を引き取る方式である。「融資買鉱」は、鉱

山開発のための資金を融資することにより、その見返りとして鉱石を長期的・安定的に引

き取る方式である。「単純買鉱」は、上記の二方式によらない通常の短期的または長期的

な貿易取引である。本モデルでの長期契約は、自主開発と融資買鉱の二方式と、単純買鉱

のうち長期的契約を含んだものに対応するものと想定される。モデルの分析対象期間か

らみれば、長期契約による輸入鉱石量��
��は所与である。よってスポット市場における輸

入鉱石量は、総輸入量から長期契約輸入量を除いた差分によって定義される。

次に長期契約による$��%�および海外鉱への価格面の条件を考察しておきたい。製錬

会社は、国際地金市場におけるスポット価格および先物価格などを前提にして、鉱山会社

（山元）との交渉によりドル建ての$��%�を決定する。071式より明らかなように、鉱山

会社からみたとき、これはドル建ての鉱石価格の決定を意味するが、輸入される鉱石自

体の価格については長期契約の期間（通常���年）の間で固定されている訳ではない。長

期契約時において固定されるのは$��%�のみである。いま、年初に長期契約を結んだと

して、もし期中に���などの国際地金市場において市場価格が上昇したとしよう。その

とき製錬会社の輸入する鉱石価格は、地金のスポット価格から長期契約時の$��%�を除

いた価格に相応する。実際には、長期契約時の$��%�も地金の国際価格から完全に独立

ではなく、エスカレーション条項と呼ばれる国際地金価格への連動性が予め契約されてい

る。ここでその連動性を定式化し、長期契約輸入時の鉱石価格（ドル建て）を定義しよう。
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$��%�は溶錬費（$
	���	�� �=�
�	：$�）と電解費（%	>���� �=�
�	：%�）からなる製

錬費であり、そのうち$�は契約期間内で固定されているが、%�はエスカレーション条項

によって国際地金価格と連動する。0�
1式における��は製錬費（$��%�）に占める電解費

（%�）の比率を示している。国際地金価格指数���の変動に対する連動性のパラメタが���

であり、地金価格上昇時（��� � �）には����、逆に低下したときには����という連動性が対応

している。���� - ���� - �のとき���と%�は完全に連動し、���� - ���� - #のときは$��%�は

長契時に固定され����� - �となる。実際の長契では、��� � �となることもあり得る。しか

し国際地金価格が低下したときには、���� � �のとき%�がマイナス値になる可能性も考え

られるので、ここでは国際地金価格の基準価格（ここでは�）を境界にその%�の連動性を

非対称とし、連動性のパラメタは���� � #および# � ���� � �の範囲にあるものとする�。長

�エスカレーション条項は、製錬会社と鉱山会社との長期契約時の相対取引における交渉によって、連動性
などについての条件が異なり得る。ここで定式化したように、地金価格の上昇時には連動性が強く、低下期に
は連動性が弱いなどの基準価格から非対称な契約もおこなわれているし、（現実的なの価格変動幅を暗に仮定
して）対称的な契約もおこなわれている。また2	*(� 2"	�*(*0"�*�)322と呼ばれる国際地金価格に対する連動
比率も、長契時に同時に交渉がおこなわれており、エスカレーション条項について一つのルールと連動性に関
する基準値がある訳ではない。本稿の定式化はその近似的表現を与えている。
モデルでの表現を離れて、仮に一つの数値例を考えてみたい。いま1'が��4��
�、�'が�����（�
�は�	+



0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

RC

TC/RC

pL$
φ

p$
1 0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

p L$
0

p$
1

図 �+ エスカレーション条項：���� と���� の地金価格への連動性

契による$��%�が0�
1式のような地金価格���への連動性を持つとき、それに基づく鉱石

価格を示したものが 0��1式である。

0�
1式および0��1式に基づいて、�� - #��、��� - ���、��� - #��とし、$��%�の地金価格に

占めるシェアを�#'と想定したときの、国際地金価格���の変動による長契$��%�（および

%�）���� と長契鉱石価格���� を示したものが図�である。地金の基準建値からの非対称性を

持つこのような想定値のもとでは、地金価格の下落にも関わらず、ドル建ての$��%�は若

干の低下（地金価格が�#'低下したとき%�で�#'、$��%�で�'低下）でしかなく、製錬会

社の収益安定性の確保にとって大きなメリットとなる。この長契による便益は、鉱山会社

が負担すべき費用であるが、長契鉱石価格���� でみたとき基準価格（ここでは�）の前後で

?��?するものの地金価格とほぼ連動しており大きな負担ではないと言えるかもしれない。

以上のエスカレーション条項に関する定式化から、鉱石輸入各国のスポット輸入価格、長

契輸入価格、およびそれらの平均輸入価格（すべて各国通貨建て）を次のように定義しよう。
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/��	*( ��)で鉱石自体の重量であり銅品位を��&とすれば��4��
�-��%�����-���%�4��、�はセント、��はポンド）、
国際地金価格の基準価格を ������、連動比率を上昇時�%�、下落時��%��としよう。もし値決め月（5#��"�*�)"

2�	*��352）の建値が ������（または �������）に上昇したとすると、�'は �.�%�-�%�����（�.�%�-�%�����）、
1'��'全体では ��%�.�%�-��%�����（��%�.�%�-��%�����）となる。よって地金価格の ��&（��&）上昇によっ
て、�'は ��%�&（��%�&）、1'��'全体では �%�&（��%�&）の上昇となる。逆に52時の建値が ������（また
������）に下落したとすると、�'は ���%��-�%������（���%��-�%������）、1'��'全体では ��%���%��-��%������
（��%���%��-��%������）となる。よって地金価格の��&（��&）下落によって、�'は �%�&（�%�&）、1'��'全体
では �%�&（�%�&）の下落となる。



0�&1式および0�61式では、鉱石輸入国では海外鉱に対して関税が賦課されないものとし

ている。0�61式の���� に 0�
1式を代入することで、長契鉱石輸入価格は国際地金価格���の

関数になる。また���は鉱石の国際運賃比率（ドル��）であり、地金換算によって重量を評

価していることから、一般に地金の国際運賃率���よりも大きな値をとる。0��1式の物量

バランスおよび0��1式の名目バランスより定義される、鉱石平均輸入価格（長期契約分と

スポット市場からの輸入分のウェイト付平均値）が0���1式である。鉱石の長期契約輸入量

��
��は短期的に所与であり、モデルにおいてスポット輸入量��

��が内生的に解かれるとと

もに平均輸入価格����が求められる。0��1式のように、鉱石輸入国ではこの平均輸入価格

が鉱石国内価格の機会費用を与える。

��
�� 国内鉱とスクラップ

鉱石輸出国（� � 	�）の海外鉱依存はゼロであるから、ここでは鉱石輸入国（� � 	�）に

おける国内鉱生産について定式化をおこなう。鉱石の国内生産量���は、主に国内鉱出と

スクラップ出（リサイクル）によるものに分割される。

我が国の銅の国内鉱出をみると、�8��年には�7�鉱山、�86�年には6�鉱山が稼行してい

たが、鉱量枯渇に加え、エネルギーコスト上昇や円高などの経済的影響によって、�88�年

にはすべての銅鉱山が閉山している。生産量でみると�86#年の��万�程度（地金換算）か

ら、�888年では僅か8##�（同年次の地金生産量��
万 �の #�#&6'）にまで激減している。

�88�年以降の銅鉱石生産は、鉛・亜鉛などの国内鉱山からの付随的な鉱出に限られること

から、我が国の銅国内鉱出量は少なくとも短期的には鉱石輸入価格����に非感応的である

と考えられる。これは鉱石輸入国のうち��韓国、
�ドイツなどでも同様である。

一方、銅スクラップのリサイクルでは、我が国でも年間�#万�程度の回収がおこなわれ

ている
。一般に、国内リサイクル供給量の決定は、リサイクル活動における選別・製錬コ

ストや輸送コストなどはもちろんのこと、機会費用（収益）としての鉱石の輸入価格����

にも大きく依存している。海外鉱の価格���の上昇は、国内リサイクル業者の供給量を増

加させるインセンティブを持つが、それを国内供給に限るのであれば様々な制約により短

期的な視野からの価格弾性はさほど大きくはないであろう。銅または銅合金のスクラップ

の輸入を含めて考えると、制約は緩和され価格効果はもう少し大きなものであるかもし

れない。実際に��ドイツでは銅スクラップの輸入が多く、��中国でも拡大傾向にある。そ

のような表現のためには、国際スクラップ市場を描写する必要があり、主要な市場参加主

体はスクラップの輸入国も輸出国もともに地金消費国であろう。本稿では、リサイクル業

者の供給行動の詳細な描写や、国際スクラップ市場も内生的に含んだ一般均衡モデルへの

拡張は次の検討課題とし、ここでは単純化して、銅スクラップ回収に与える価格効果の考

慮と、��アメリカや��中国などの国内鉱出（それらはすべて国内需要＝国内地金生産向

	銅や銅合金のリサイクルには、非鉄金属製品製造業内で新規に自家発生したものと、過去に生産、消費�
資本蓄積されたものから回収される故銅�故銅合金がある。前者はそのままリサイクルされるが、後者は製錬
過程に戻されるものと、製錬過程を要せずに利用されるものがある。製錬過程を必要としない銅スクラップ
は、地金生産との代替品であると言えるが、モデルではそれもすべて地金生産量���に含めて定義し、簡単化
のため鉱石生産の段階で銅スクラップが投入されていると一元化している。



け）の存在を含めて、次のように示すものとする。
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ここで����は鉱石輸入国における国内鉱および銅スクラップの生産�回収コスト指数、
:���は国内鉱およびスクラップの基準生産量を示しており、モデルでは外生的に与えられ

て短期的に一定値をとるものとしよう。また0��31式に与えられる輸入価格指数����は、名

目バランスを示す0��1式のように、鉱石輸入国における鉱石の機会費用である。パラメタ

���（非負値）は相対価格の変化による国産鉱石の価格弾性を意味する。ここではスク

ラップの貿易を描かないため、銅スクラップ消費量についてはすべて国内で発生したかの

ような扱いをおこなう。産業連関表上のバランスで言えば、それは総固定資本形成におけ

るマイナス計上（ストーン方式）をおこない、国内生産���からは除かれる。ここでは銅

スクラップの投入も���に含めて、バランスが維持されている。また長契輸入鉱石に制約

される短期的な視野から、国産量は��� � ��� ���
��であるとしよう。国産率は、事後的

に次のように定義される。
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0�81

地金国産率0��1式の���が相対価格の変化による国産地金と輸入地金の代替弾性を示し

ていたのに対し、鉱石国産率 0�81式の���は価格弾性を示している。

��
�
 鉱石バランス：輸出国

鉱石の輸出各国（� �	�）においては、鉱石取引において次の物量バランスおよび各国通

貨建ての名目バランスが成立しているものとする。
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鉱石輸出国は鉱石輸入に関してはゼロであるから、鉱石国内需要量を���としたとき、

それはすべて国内鉱によって充足される。それに輸出量���（長期契約による輸出��
��、ス

ポット輸出��
��）を加えたものが鉱石国産量���である。鉱石輸出国の上記名目バランス

式における価格定義は、地金の0��1式および061式と同様であり、鉱石輸出国は、鉱石輸出

価格指数�	��を機会費用として国内販売価格を連動させることができるとしている。0��1

式のように、国際鉱石市場における市場価格から国際運賃���を除き、輸出価格（各国通

貨建て）が定義される。

また0��1式における @���は、鉱石生産量の上限値を示している。モデルにおける短期的

な視野からは、新規開山を想定しないことから年間可能採掘量の範囲内で鉱石生産�輸出



をおこなうことができる。では、以上の価格定義および物量・名目バランスのもとで、鉱

石輸出各国は利潤最大化となるような最適スポット輸出量を決定するものとしよう。

��
�� 鉱石逆需要関数

はじめに鉱石輸出国の直面する国際鉱石市場における（逆）需要関数を求めておこう。地

金�鉱石の国際市場の以上の定式化から、0�71式、0�81式、0��1式、0���1式、0�
1式、0�&1式、

0�61式、0�81式よりスポット市場における輸入各国の鉱石需要量を導出することができる。

��
�� -

	
�� ��

��



��� ���

�� - ��� ���� ���
��

-
��� / ��� ���

��

� / ���

�
���

	��
�����
�����
�
�
���
�
��
�����

�
�
��
�
��

�
��

/ :���



���0��� / � �

� @�
�
�1� 0��� / � �

� �
�
�1�

���

�

��
0�
1

� :���



���
�� ����� ��

�� /��
���� @�

�
�0�

�
� � � �

�������1 /��
�������� � � �

�0�� ������1�

��
���

�
��0�

�
�� /��

��1

�
��

ただし、�� @��� - � �� ��� 0��1

鉱石の輸入需要者にとっては、モデル体系全体の外生値である地金の国内需要量まで

遡って描かれる必要は無く、鉱石の国内需要量を前提にスポット輸入需要関数を描くだけ

で十分である。しかし以下で、鉱石輸出国の寡占市場における行動を描写するためには、

国際鉱石市場での（輸出）供給総量による鉱石国際価格の変動を、いわゆる逆需要関数

（���	
�	 "	���" 9�������）によって描くことが必要となる。そのために地金と鉱石の国際

市場の連動性を内包した鉱石国際スポット価格と鉱石スポット輸入量の関係式を求めたも

のが0�
1式である。そして0�
1式の集計によって市場逆需要関数を求めたとき、鉱石輸出

国の（輸出）供給総量の変動によって二つの市場の相互依存性から導かれる鉱石国際価格

の変動が、利潤最大化をおこなう鉱石輸出国の生産量の決定に重要な情報を与える。

鉱石輸出国は鉱石国際価格���の上昇に対する地金国際価格���の連動性に対して何らか

の期待を持つであろう。その連動性が0��1式の期待国際鉱石価格 @���であり、連動性を示す

パラメタが�である。�は地金需要を一定に保つような鉱石価格変動に対する地金価格の

連動性を意味している。もし鉱石価格上昇があったとき、地金国内需要���は不変のまま

地金価格上昇が完全に連動（転嫁）して上昇しうると考えると、その連動パラメタ�は�

である。このような完全な連動を想定すれば、（差分によって定義される）$��%�も同様

に上昇する。それは輸入地金から国産地金への代替を促し、それは鉱石輸入需要を増加

させるから、鉱石の輸入需要関数は右上がりになる可能性がある。もちろん実際には地

金価格の上昇は、地金需要の減少をもたらす価格効果を持つから、このような期待は極

めて強いものであると言える。一般に� � �であり、鉱石価格の上昇ほど地金価格は上昇

せずに、$��%�は低下していくものと考えよう。

0�
1式は、スポット市場における各国の輸入量��
��と国際鉱石価格���の満たす関係式であ



る。この価格と数量の関係式は陰関数と表現され、直接的に需要曲線や逆需要曲線のよう

な陽関数として扱うことが出来ないが、後述のように均衡解導出のプロセスにおいてはそ

の世界集計値である、市場の逆需要関数を求め、数値計算によって非線形近似をおこなう�。

��
�& 鉱山費用構造

国際鉱石市場における供給構造に接近するために、はじめに鉱山の生産技術条件から短

期限界費用曲線と平均費用曲線の姿を類推しておきたい�。鉱山は固定費が大きく、操業

における限界コストは相対的に小さい典型的な平均費用逓減産業である。いま各鉱山に

ついて年間可能採掘量という上限があることを仮定し、また限界費用は年間可能採掘量

より小さい水準においては一定であるものとしよう。鉱山のその固定費と変動費の内訳

に関する詳細な資料を入手することは難しいが、一般に議論される鉱山のコストは操業

コストと呼ばれる総平均費用であり、それは標準的な操業の想定のもとでほぼ一定値と

して扱われている。その想定操業コストにおける内訳として平均固定費用は依然として

ある程度のシェアを占めているものと考えられるから、そのとき限界費用は平均費用を下

回っているはずである。年間可能採掘量に接近したとき、短期限界費用は急速に上昇し

（平均費用の最下点で交わる）、伴って平均費用も上昇する。図�は、上記のような関係を

示している。

一つの鉱山が一つの供給主体であり、それぞれは鉱石市場の市場規模からみたとき零細

であるとみなし、完全競争的に価格を所与として操業をおこなうことを仮定すれば、所

与の価格と短期限界費用が一致する点まで操業をおこなうことが利潤最大化をもたらす。

この鉱石価格が平均費用を上回っていると想定すると、このとき各鉱山はそれぞれの採掘

量の上限値 @���まで採掘をおこなうことになる。また仮に所与とする鉱石価格が平均費用

を下回っているとしても、限界費用を上回っていれば限界費用と一致するところまで生産

をおこなうことになるであろう。よって各鉱山が零細で完全競争による価格受容者（�
��	

��?	
）として行動するのであれば、図�における短期限界費用曲線はそれ自体が供給曲線

を与えることになる。このとき市場全体の供給曲線は、各鉱山の供給曲線の集計（水平

和）による��	� 9�������によって表されることになる。そして需給均衡による鉱石市場全


一般に、価格が与えられたときの需要量変動の関数� - ����
を需要関数と呼び、逆に需要量が与えられ
たときの需要価格の関数 � - ����
を逆需要関数と呼ぶ。また独立変数 �と従属変数�との関係式が、
� - ����
のように独立変数から従属変数への対応関係が�60
*(*�に描かれるとき陽関数と呼び、一方で両変
数の関係が �����
 - �として満たすべき条件のみが */0
*(*�に与えられるとき、陰関数と呼ぶ。

�鉱山の生産活動は、採鉱と選鉱に分割される。採鉱では地表から浅い鉱床に適した露天採掘法と、深い鉱床
に適した坑内採掘法があり、�%���&程度の金属含有量を持つ銅鉱石を採掘する。銅鉱石は粉砕され、不純物を取
り除く選鉱（水と混ぜ油、薬品などを加えてかき回して、泡の表面に銅鉱物を付着させる浮遊選鉱などの様々
な方法）によって、含有量���$�&程度の銅精鉱と呼ばれるパウダー状の原料を得ている。本稿での鉱石とは銅
精鉱までのプロセスを指し、ここでの費用曲線の検討は採掘と選鉱までのプロセスを簡約したものである。
我が国のように鉱山を付随しないカスタムスメルターは、この銅精鉱を輸入し、熔錬（スメルティング）工程

によって純度�����%�&の粗銅（ブリスター）へ、そして電解精錬によって純度��%��&の電気銅（銅地金）を生産
している。このような方法は乾式製錬法と呼ばれている。一方、近年チリなどでは低コストな�7� �法と呼
ばれる湿式製錬法が急増しており、����年では世界の�7� �法による銅生産の��&をチリが占めている。増田・
安達・山冨 ���によると、����年からの銅生産能力当たりの起業費は時系列的に低下傾向にあり、また浮遊を主体
とした鉱山と比較すると�7� �法を主体とした鉱山の起業費は低い傾向にあることが指摘されている。この
ような技術条件の詳細に関して表現をおこなう生産関数上の定式化はわれわれの課題として残されている。



図 �+ 鉱山の短期限界費用および平均費用関数

体の年間総生産量の増減は、各鉱山の増産・減産によるものではなく、限界費用の高い鉱

山の休山・閉山によるものと解されなければならない（限界的な鉱山を除き、操業してい

る鉱山はすべて年間可能採掘量まで生産をおこなっている）。各鉱山にとって、実際には

休山�閉山は極めて困難な選択肢であることから、このような完全競争的市場観は適切で

はないかもしれない。

また実際に観察されるような非鉄メジャーによる寡占化のもとでは、市場における供給

主体は零細な各々の鉱山ではない��。非鉄メジャーはそれぞれの鉱石の増産（または減産）

が、国際鉱石市場において価格下落（上昇）をもたらしうることを十分に理解しているは

ずである。そのとき鉱石供給者の経済行動は、自らに与えられた（逆）需要曲線の形状を

前提に、利潤最大化の達成のために増産・減産することである。つまり自らの生産増によ

る追加的な限界収入と限界費用が一致するところまで操業をおこなうことになる。以下

ではこのような寡占市場モデルを想定することとしよう��。

��資源エネルギー庁 ���（出典は�"! �"��	*"
� 8"�" 9�:%����）によると、����年では上位十社によって世界
鉱石生産量の ��%$&、����年時点では同 ��%�&を占めている。
��本稿のモデルでは一国を一つの経済主体であると擬制している。本来、国境を越えた非鉄メジャーの資本
と生産国は一対一対応するものではないから、';8 �';�'�
、2��
0� 8��<��=�
、�>2 �*

*��)�?=�=@；
�*

*��)は����年��月に�*� ?
<�/の完全買収、昨年に�>2と�*

*��)は合併
、などの非鉄メジャーを経済主体
として扱うべきであろう。世界最大の銅鉱山 �(�)�*�"�'�
についてみれば、��%�&の権益を有するのは�>2
�*

*��)であり、豪�英系の同社も銅生産はチリとペルーに集中しつつある。これはわれわれの次の課題となる。
また、各経済主体の戦略は輸出量（生産量）の選択に基づいている。このように各主体が競争相手の生産量

を観察しつつ、利潤最大となるような生産量を決定するモデルは、生産決定型寡占モデル（A#")�*�+�����*)<
�
*<�0�
+ /���
）と呼ばれる。これと対照的に、ベルトラン・モデル（��	�	")� /���
）のように、競争相手の価
格を観察しつつ、利潤最大化を図るような価格設定をおこなうモデルは、価格決定型寡占モデル（0	*(������*)<
�
*<�0�
+ /���
）と呼ばれる。銅市場を想定したとき、世界の鉱石輸出量の��&程、地金輸出量の��&程を占
めるチリ（あるいはその最大手';8 �';）であっても独占的な価格設定をすることはできず、輸出各国は戦



��
�6 鉱石反応曲線

はじめに、鉱石の輸入各国の輸入需要関数 0�
1式より集計して求められる逆需要関数

（���	
�	 "	���" 9�������）および鉱石輸出国の収入���を次のように示す。
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��
��は�国（� �	�）の鉱石スポット輸出量であり、��

����は�国以外のスポット輸出量を

示している。両者の合計は市場の輸出総供給量��
� である。0�&1式の市場の逆需要関数は、

各国の輸入需要とスポット市場価格の関係式が0�
1式のように陰関数であることにより、

ここでは一般的に示しておく（その近似については後の���で扱う）。�国の鉱石スポット

輸出による限界収入（��
����� 
	�	��	：�%）を 0�71式のように求めることができる��。
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���
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0�81

限界収入を示す0�71式において、0�81式のように定義される���は、�国が鉱石輸出量を

変化させた場合に、�国以外の輸出国がどのくらい鉱石輸出量を変化させるであろうかと

いう、�国の予想を示したものであり、推測的変動（���A	���
�� ��
������）と呼ばれる。一

般に推測的変動は�� � ��� � �の値をとる。��� - ��のとき右辺第二項はゼロとなるか

ら、�%-� �
���

�
�である。それは、追加的な輸出増によって得られる追加的な収益は一定で

あること、つまり追加的な輸出�生産は市場において価格下落を齎さないと期待している

（価格受容者である）ことを意味している。よってこのときは、完全競争市場と同一の供

給行動をとる。�� � ���のとき、追加的な輸出増は0�71式第二項の分だけ限界収入を低下

させることになり、特に��� - �のとき、�国の追加的な輸出増は�国以外の同等の輸出増

を誘発し、それは0�&1式の市場の（逆）需要曲線に沿って価格低下をもたらす。これは�国

の直面している需要曲線が市場全体の需要曲線であることを意味するから、独占市場に

直面していると認識していることと同一である。

推測的変動が�� � ��� � �にある寡占市場のうち、��� - #のときクールノーの仮定と呼

ばれる寡占市場観を示す。��� - #のとき、�国は自国の輸出量を変更することによって、

�国以外の輸出競争国は輸出量を以前のままに維持するであろうと予測することを意味し

ている。言い換えるならば、�国にとって�国以外の輸出競争国の輸出量は所与である。も

しすべての鉱石輸出国においてクールノーの仮定が満たされている場合における均衡状

略的に生産量（輸出量）を決定し、国際市場によって決定される価格を受け入れていると考えることができよう。
��一般に、限界費用（/"	<*)"
 (���）は産出量を�単位増加させたときに追加的に必要となる費用の増分であり、
これに対して産出量を�単位増加させたときに追加的に得られる収入の増分を限界収入（/"	<*)"
 	�:�)#�）と呼
ぶ。もし（完全競争的に価格受容者として）価格が一定のままであれば、限界収入は市場価格�の一定値をとる。
市場価格�が供給量の増加に伴って（逆需要曲線に沿って）低下し得るとき、限界収入は供給量の関数となる。



態は、クールノー・ナッシュ均衡（���
����B��= 	 ����!
���）と呼ばれている。モデルでは

クールノーの仮定を基準のケースとして、各鉱石輸出国が輸出量を決定するものとしよう。

このとき0�71式より明らかなように、国際鉱石市場における逆需要関数の形状（価格の供給

弾力性）、特に競争国の輸出量を所与としたもとでの残差需要（
	��"��� "	���"）が重要

な意味を持つ。クールノーの仮定のもとでは各々が直面する（と考える）需要曲線は、競

争相手国の輸出総量を所与としたときの残差需要曲線である��。次に、鉱石輸出国の輸出

量の変動に基づく費用
��および限界費用（��
����� ����：��）を次のように定義する。
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ここで @��
��は鉱石輸出�国の（年間）最大スポット輸出量を示している（ @��

�� � ��
��）。モ

デルでは鉱山の��������については所与としており、新規鉱山の操業開始などは外生的な

条件としているから、短期的に最大限供給可能な鉱石生産量には限界がある。それを0
�1

式において、上限鉱石生産量 @���から国内需要向け���と長期契約輸出分��
��の鉱石生産

量を除いたものによって定義しておく。長期契約輸出分はモデルにおいて外生値としてい

るが、国内需要向け生産量（地金国内生産のための鉱石供給量）は内生変数であるから、

モデル全体の需給均衡決定と同時に @��
��が求められることになる。0
�1式は�国の限界費

用を示している。また費用定義式におけるパラメタ����、����および ���はすべて非負値を

とり、特に ���は微小な値であると想定する。 ���についてのこのような仮定のもとでは、

鉱石スポット輸出量がその上限値 @��
��とほぼ完全に一致するまで増加しない限り、限界費

用0
�1式の右辺第二項はゼロとみなすことができる。よってこのとき、鉱石スポット輸出

量拡大に関わらず限界費用は一定値�����
�
��をとると扱うことができる（その上限値に達し

てはじめて限界費用は�になる）。これは図�に示した鉱山の限界費用および平均費用の

形状と整合している。

�国のスポット輸出からの利潤を!��とすると、利潤最大化となる�国の輸出量はクール

ノーの仮定のもとで�国以外の輸出量を所与として次のように示すことができる。
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0
�1式は�国以外の輸出量��
����を所与としたときの、利潤最大化（�%-��）となる�

国の鉱石輸出量��
��の関係式を示しており、�国の反応関数（
	������ 9������）と呼ばれる。

逆需要関数の近似より求めた具体的な反応関数は、後の���において示す。鉱石輸出各国

はそれぞれ自国以外の輸出量を所与として、それぞれの反応曲線に従って利潤を最大とす

る輸出量を国際スポット鉱石市場に向けて輸出するものとしよう。
��市場需要関数を� - ����
に対して、もし B�の供給量を所与としてその供給分は市場需要量から除かれる
と考えたとき、�� - ����
� B�を残差需要関数と呼ぶ。



��
�7 国際鉱石市場均衡

以上から、国際スポット鉱石市場における需給均衡条件は、鉱石輸入関数0�
1式および鉱石

輸出反応曲線0
�1式によって求められる市場集計需給量の均衡を示す以下の式で表される。�
����

��
�� -

�
����

��
�� 0

1

長契よる契約貿易量は集計値として
�

���� ��
�� -

�
���� ��

��を満たすように外生的に

設定されていることから、0

1式が国際スポット鉱石市場において成立するとき、各国の

鉱石物量バランスを示す 0�#1式および 0�#1式より国内生産量と国内需要量についても�
������� ��� -

�
������� ���が満たされることになる。

��� 均衡解導出と近似

均衡解導出のための計算プロセスにおいては、鉱石輸出国の反応曲線導出のために、国

際鉱石市場における逆需要曲線の非線形近似をおこなっている。ここではその近似した方

程式から、具体的な反応関数を示すことにする。はじめに、次の方程式体系によってモデ

ル構造全体を簡約し、求められる均衡解を整理しておこう。
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0
�1式から0�#1式はそれぞれ、国際地金市場における輸入関数、地金輸出関数、国際鉱

石スポット市場の輸入関数、反応関数、および地金�鉱石二つの国際市場における需給均

衡条件を示している。地金�鉱石の輸出入量はすべて、地金�鉱石の国際市場における市場

価格（���および���）に依存しており、両市場の需給均衡を前提にして、すべてが同時決定

される体系として整理することができる。このように簡約化して表したとき、モデルで

の内生変数は���、���、���、���、���および���である。モデル体系の均衡解導出プロセ

スは、その �× #0
�1 / �× #0
�1 / �個の内生変数を、上記 0
�1式から 0�#1式までの

�×#0
�1 / �×#0
�1 / �個の連立方程式体系によって解くことを示している。では、国

際鉱石市場における総取引量（輸出入量）を��
� として、市場の逆需要関数を次のように

近似することにしよう。
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0�
1式のとおり、鉱石のスポット輸入関数は陰関数によって表されるので、モデルのプ

ログラムでは各国の輸入需要関数の解をB	4���法によって求め、その国別スポット輸入

需要量の市場集計値と市場価格���とによって、逆需要関数0��1式の重回帰分析からパラメ

タを求める。もちろん市場需要曲線は地金国内需要など各種の外生変数に依存してシフ

トするので、条件の変化によってはモデル内部で随時近似をおこなう。実際の近似におい

ては、0��1式の定式化によって、われわれの設定したパラメタと外生変数のもとで決定係

数が#�888以上になる近似をおこなうことができている。このように近似したとき、鉱石

スポット輸出国の反応関数は次のように求められる。
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反応関数は陰関数によって既述されるが、モデルの均衡解導出の計算プロセス全体にお

いて0��1式が満たされ、���
����B��=均衡が達成されるもとでの地金�鉱石の国際価格を求

めることになる。シミュレーションケースとして地金需要の拡大は、鉱石輸出国の直面する

逆需要関数0�&1式（およびその近似曲線0��1式）を変位させるから、各国の直面する残差需

要関数、そして反応関数もまた変位する。また、もし鉱石生産�輸出�国において何らかの

供給障害があったとき、�国以外の輸出国では所与とされる競争相手国の輸出量��
����が変

化するから、新しい残差需要の変化に対応した利潤最大化となる輸出量が反応関数から

求められ、その均衡点が探索される。���
���の仮定に基づいて、モデルでの推測的変動

は��� - #を基準とする。その値の変化はシミュレーションとしておこなうことにしよう。


� 基準ケース


�� 貿易�生産バランス

モデルの基準ケースを与える基準年次は�888年としている。はじめに各統計資料から、本

稿での需給構造モデルの想定に整合するように地金�鉱石に関する貿易および生産物量バラ

ンスをとらなければならない。ここでの推計のための基礎となる統計資料は、経済産業省

「資源統計年報」、経済産業調査会「鉱業便覧」、貿易統計、D�E� F	�������� E�
�	�（DEFE）

���	
��� G	�
!��?、(�
�" H�
	�� �9 �	��� E���������（(H�E）、5��	
�������� ����	
 E��"�

F
���（5�EF）、資源・素材学会 資源経済部門委員会「鉱物資源データベース」などであ

る��。モデルで想定する地金�鉱石の国別輸出入および生産需給の物量バランスが成立す

るように調整をおこなった上での初期設定値を表�に示している。

ここでの物量バランスは以下のような調整をおこなっている。はじめに地金の物量バラ

ンスの調整から整理しておきたい。需給構造モデルにおける地金の物量バランスは0
1式
��貿易統計の>�輸入コードのうち、銅鉱石は����%�������銅鉱（精鉱を含む）
に対応し、銅地金は�$��%������～

���（陰極銅及びその切断片）、�$���������～���（精製銅のワイヤバー）、�$��%������～���（精製銅のビレット）、
�$��%������～���（精製銅の塊）に対応している。貿易統計の=��は���03��!!!%/��%<�%C0��	"�������	�*)��6%��/

を参照。また、=%�% D��
�<*("
 �#	:�+（合衆国地質学調査所）は���03��/*)�	"
�%#�<�%<�:�、��	
� �#	�"# �� ���"

��"�*��*(�（世界金属統計機構）は���03��!!!%!,/�%�*	(�)%(�%#E�、F)��	)"�*�)"
 '�00�	 ��#�+ D	�#0（国際銅研
究会）は���03��!!!%*(�<%�	<�、鉱物資源データベースは���03��!!!%/*)�(��%E#/��%E+����#%"(%C0�E��,�	��,%��/
を参照。



表 �+ 銅地金�鉱石の輸出入・生産需給物量バランス表
地金 鉱石

輸入 輸出 生産 国内需要 輸入 輸出 生産�出荷 国内需要
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����年におけるバランス調整済推計値（単位：地金換算千 �）

国内需要には在庫品増加を含み、鉱石国内需要量は地金生産量に等しいと仮定

にしたがっており、対象国によって二つの調整過程を採用している。第一は地金の国内生

産量���、輸出入量（���および���）の資料に基づいて差分としての国内需要量���を定

義する方法である。生産量は 5�EF、DEFE、(H�Eにより、輸出入量は貿易統計、(H�E

によって得ており、各種統計間における推計値の乖離についてはこの順序に従って確定し

ている。我が国の「資源統計年報」による電気銅について追記すると、その物量バランス

は総供給-期首在庫/生産/輸入、総需要-国内需要/輸出、そして総供給-総需要/期末在

庫/過欠補正である。モデルの定義における国内需要量���は上記の（国内需要/（期末

在庫�期首在庫）/過欠補正）に相応する。それはここでの調整過程からの数値と完全に一

致している。調整過程の第二は、貿易統計の入手が困難であったかあるいはIEコードの

対応が完全に明確ではなかった対象国において(H�Eによって輸入量あるいは輸出量のい

ずれか一方を確定し、生産量と国内需要量とのバランスから他方の差分を定義する方法

である。この際国内需要量は 5�EFの地金消費量によっているが、貿易統計が入手できる

国においては差分の輸出入量の大きさについてはほぼ確認できる。なお、0
1式に示した

ように、鉱石輸出国（� � 	�）についてはカナダ（
��*）のように地金輸入量が若干存在

する国においてもゼロであるとした。また、0�61式に示した地金輸出入量の世界バランス

の保持のために、(H�Eにおける世界総量を確定し、%�(（鉱石輸入国は&�%�の輸入、

鉱石輸出国は6�%�の輸出）で残差を定義している。0�61式と各国の地金物量バランス式か

ら、世界総量では生産量と国内需要量が一致しなくてはならないので、5�EFの地金世界

生産量を確定し、差分を%�(（6�%�）の国内需要量で調整している。5�EFの地金消費量

の世界集計値は�
#78千�であり、世界集計生産量�


�千�とは���'程度乖離している。



モデルでは0�81式のように各国の地金生産量の決定は鉱石国内需要量を意味しており、

また鉱石輸入国の0�#1式と輸出国の0�#1式でそれぞれ輸出量と輸入量をゼロであるとして

いる。よって鉱石輸入国においては貿易統計や(H�Eによる輸入量の確定によって、一方

鉱石輸出国は、輸出量の確定により、鉱石国産量が差分として求められる。よってこの国

産量は、国内鉱出、銅スクラップ（リサイクル）量に加えて在庫からの取り崩し（期首在

庫�期末在庫）を含みうる出荷ベースによって定義されている。チリ（����）でみると、こ

の推計値は
�86��千�であり5�EFでの生産量
�7��&千�よりも
��'小さく、その乖離は同国

における鉱石在庫純増を示すものと解される。また0

1式の世界貿易バランスと世界生産

（出荷）量のバランス保持のために%�(（6�%�）で調整をおこなっている。5�FEの世界集

計鉱石生産量は��66�千�であるから、出荷ベースによる定義�


�千�とは��'程小さい。

これは銅スクラップの定義の問題に加え、モデルで基準年とする�888年が8#年代の銅価格

の最安値を記録した年であることから鉱石生産国の生産調整による影響も含まれるであ

ろう。この物量バランスが基準ケースにおける内生変数の初期値および外生変数となる。


�� 名目バランスと関税�国際運賃

地金の名目バランスを示す0�1式および0��1式、鉱石の名目バランス0��1式および0��1式を

満たすように各国通貨評価による単価を求めたものが表
である。この単価は地金�鉱石

の国際価格と、関税率および国際運賃（含保険料）との整合を持たなければならない。

我が国での銅地金に対する関税率は�888年より�'であり、米国ではDEFE;�<によると

�'となっている。また中国の銅地金輸入に対する普通税率は��'であるが、関税互恵協議

を取り決めている国からの輸入では�'の最低税率が課される。(H�Eによる中国の地金

輸入相手国をみると����'が%�(、その次にチリ�6�7'、日本����'、フィリピン����'の順

である。ここでは実効関税率として
'を仮定しておく�	。その他の国における関税率は

設定値である。

基準年となる�888年における���の国際価格は��6��7&J��であり、我が国の地金輸入価

格および国内建値との関係から逆算して国際運賃（含保険料）の推計値を求めた。他国に

ついては設定値である。鉱石の国際価格については、�888年の$��%�の国際価格を地金

の�#'として��
��6J��に設定し、その差分として���7��8J��が鉱石の国際価格とした。

　


�� 長期契約

鉱石輸出入に関する長期契約分については、表�のように設定している。日本鉱業協会の

調べによると、�888年の我が国の銅鉱石輸入総量��
8��（地金換算千�）のうち、自主開発


#
��、融資買鉱
�
�&、単純買鉱
�#��である。単純買鉱のうち長期契約分は�6&�7となってお

り、自主開発、融資買鉱を加算すると我が国の総輸入の78��'が長期契約（契約期間�年以

上）によって輸入されている。我が国の長契率を78��'とすると、地金のスポット国産率���
��

��関税率は、地金国産率の決定に対して大きな意味を持っている。中国における現実の輸入においては�&の
最低税率における輸入量が多いと考えられるが、実際の輸入額に対する平均税率を計算することが困難で
あったために、ここでは $&と想定した。実効関税率とは、その平均関税率を指す。



表 
+ 銅地金�鉱石の単価および関税率�国際運賃

　　鉱石輸入国 �
 � 	�� �� �� �� �� �� ��

地金輸入単価 ���� �	
�� ����
�� 
����� 
����
 ��
	�� ������

地金販売価格 � ��� 
���� �
	���� 

�
�� ���	�� ������ ��
��	

地金需要価格 � ��� 
���� �
��
�� 
����� ������ ������ ��	
�


$����機費用 �輸入� ����� �	�
 ���
�� ����	 
���	 �

�� �
���

$����機費用 �輸出� � ���� ���� 
�

�� �

�� 
�	�
 ����� ��
��

鉱石スポット輸入価格 ����� �

�� ������� ��
��� 

	��� ������ ������

鉱石長契輸入価格 ����� �

�� ������� ��
��� 

	��� ������ ������

鉱石平均輸入価格 ���� �

�� ������� ��
��� 

	��� ������ ������

鉱石販売価格 � ��� ����� ����
�� ���
�
 
����� ������ ��	���

鉱石需要価格 � ��� �
��
 ��
���� �����
 
����� ������ ��

�


地金関税率 �� ����� ����� ����� ����� ����� �����

地金国際運賃 ��� 	��� 	��� 	��� ���� ���� ����

鉱石国際運賃 ��� ����� ����� ����� ���� ���� �
��

為替レート 
� ����� ��
�� ����	 ����� ����� �����

各国通貨単位 千%&' %()' 千��' �)!* + +

　　鉱石輸出国 �
 � 	�� �� �� �� �� �� �� �


地金販売価格 � ��� ��	�� ����
�� 
�
	�� 

�
�
 �
�
�	 
����
 �
�
�	

$����機費 �輸出� � ���� �
��	 
����� ��
�	 �

�
 ����� ��
��� ��
��

鉱石販売価格 � ��� ����� 	

��� ��
��� ������ ������ ������ ������

地金国際運賃率 ��� ���� ���� ���� 
��� ���� ���� ����

鉱石国際運賃率 ��� �
�� ���� ���� ���� ���� �
�� �
��

為替レート 
� ��
�	 ���

 ��

� ����� ����� ����� �����

各国通貨単位 千�&,� 千�(-.)/ �+ �+ + ��" +

　　単価はすべて地金換算 �あたり、為替レートは �4あたり、国際運賃・保険料率の単位は各国共通に4��

でみたときマイナス値をとる。これは長契鉱石輸入量が地金国内需要向けを�##'カバー

し、地金輸出量に対する原料調達まで長契によっていることを示している。モデルでは基準

値として7#'に設定した。その他の鉱石輸入国について、同様な長期契約率を得ることは困

難であったため、表�のように設定した。なお、米国では鉱石国内需要の8���'を国内生産

に依存していることから、鉱石輸入量は少ない。(H�Eによると�###年の鉱石輸入量は

僅か�##�である。よって長期契約率もほぼ無いものとして、ここでは�'と想定している。

一方、鉱石輸出国側からみると、長期契約総量としては同量が鉱石輸出国に配分されて

いなければならない。詳細な情報を得ることが困難であったため、ここでも想定値を設定

している��。最終的なバランス調整国は��（鉱石輸出国の%�(）である。

　


�
 パラメタ

モデルの各種パラメタに関しては、ここでは表&のように各国に想定値を与えるものとす

る。鉱石生産�輸出国の短期限界費用に関しては、後の基準ケースにおける鉱石の逆需要
��我が国の長期契約の相手国をみると、自主開発の��&、融資買鉱の��&がチリである（資源エネルギー庁

���）。世界最大の銅鉱山 �(�)�*�"�'�
は三菱グループが��&の権益を有しており、また世界最大の銅生産会社
である';8 �';�'�
でも大部分は�年前に結ばれた契約に従っている（金属鉱業事業団 ��������号）などか
ら、チリの長期契約輸出率を他国よりも高めに設定している。



表 �+ 銅鉱石の輸出入における長期契約量の想定値

鉱石輸入国 鉱石輸出国
総輸入 長期契約 スポット 長契率 総輸出 長期契約 スポット 長契率
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 ���� ���
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 ����

���
 ��
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 ����� 

��� ����

 �!"# ������ ������ 
����
 ����	  �!"# ������ ������ 
����
 ����	

����年における推計および想定値（単位：地金換算千 �）

関数の描写と、実際のスポット輸出量との対応で基準年バランスを満たすように導出した

ものである。また鉱石輸出国の逆需要関数における地金�鉱石価格の期待連動率�につい

ては#�6として設定している。

表 &+ 各種パラメタ設定値
　　鉱石輸入国 �
 � 	�� �� �� �� �� �� ��

地金国産率関数 ��� 	���� ����� 
���� ���
� ����
 ����


地金代替弾性 ��� ��
�� ��
�� ��
�� ��
�� ��
�� ��
��

地金輸出関数 0��� ����	 ���� ��
�� ����� 

�
 ���

地金輸出価格弾性 ���� ����� ����� ����� ����� ����� �����

国内鉱基準量 0��� 	
�� 

��� �
��
 ����
 �	���� ����


国内鉱価格弾性 ��� ����� ��
�� ����� ����� ��
�� ��
��

エスカレーション条項 ��� ��
�� ��
�� ��
�� ��
�� ��
�� ��
��

���� ��
�� ��
�� ��
�� ��
�� ��
�� ��
��

���� ��
�� ��
�� ��
�� ��
�� ��
�� ��
��

　　鉱石輸出国 �
 � 	�� �� �� �� �� �� �� �


地金輸出関数 0��� 

���	 ���� 

��� 
���� ��� ��
�� 
�	���

地金輸出価格弾性 ���� ����� ����� ����� ����� ����� ����� �����

鉱石短期限界費用 ���� ����� ����� ��	�� ���		 ��	
� ��	�� �����

　


�� 基準ケース

以上の初期値、外生変数およびパラメタに基づいて、基準ケース（H����	�� �� D����：

H�D）を導出する。初期の地金国内需要量のもとで、0�
1式に示された鉱石輸入各国のス

ポット輸入需要曲線を示したものが図
である。鉱石の国際価格の上昇に伴って、地金の

国際価格が0��1式の期待連動率� - #�6で上昇し、その差分である各国の$��%�の国内機

会費用が減少するから国産地金から輸入地金へと代替が促進され、また一方で地金輸出

も縮小される。それは地金の国内生産量の減少を意味するから、（長契鉱石輸入量一定の

もとで）鉱石の原料調達におけるスポット買いも減少する。また鉱石自体の生産では、



（若干ながら価格弾性の存在によって）銅スクラップの投入を含む鉱石国産率は上昇し、

スポット輸入鉱石に対する依存度は減少する。よって全体として、鉱石価格の上昇はス

ポット輸入鉱石の減少をもたらすことになる。それは鉱石輸出国からみた鉱石輸入各国の

スポット輸入需要スケジュールを示している。また曲線の形状に示されるように、鉱石市

場価格の上昇は、地金の市況に依存しているが、地金市場価格が上昇する余地は限られ

ていることから、（$��%�の減少から）急速にスポット買いのインセンティブは失われる。

なお基準価格指数は��#であるから、各国における価格（縦軸）��#のときの輸入量は、表�

における基準年のスポット輸入量（初期値）に対応している。
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図 
+ 鉱石スポット輸入需要曲線

鉱石輸入各国のスポット輸入需要曲線の水平和は、国際鉱石市場全体のスポット輸入需

要曲線を与える。図�ではスポット市場輸入需要曲線と、その非線形近似によるパラメタ

より描いた限界収入0�%1曲線を示している。表�の基準年初期値のように、スポット輸出



入総量は��#��万�である。この図に基づいて、鉱石輸出国のうちチリ0����1についてその

利潤最大化と輸出量の決定をみることにしよう。輸出総量��#��万�のうちチリ以外の鉱石

輸出国にスポット輸出量は�
8��万�であり、チリは��
����0� ���1がちょうど�
8��万�である

と予想しよう。それは図�の垂直線*である。���
���の仮定のもとでチリの直面する残差

需要曲線は、垂直線*から右側にある市場需要曲線に他ならない。その残差需要曲線から

限界収入曲線を求め、それとチリの限界費用曲線の交点（��）が�%-��となるチリの利

潤最大化をもたらす輸出量（&���万�）である。同様な利潤最大化がチリ以外の鉱石輸出国

についてもおこなわれ、それぞれの予想量が現実と一致して���
����B��=均衡が達成し

ているとき、チリ以外の輸出量�
8��万�とチリの最適輸出量&���万�の合計��#��万�が市場

のスポット輸出量を与える。基準ケースでは輸出各国における初期値のスポット輸出量を

この均衡値として解釈することで表&にある限界費用を逆算している。
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図 �+ 鉱石スポット市場輸入需要と残差需要

垂直線*を左右に動かしたとき、そのもとでチリの利潤最大化をもたらすスポット輸出

量は変動することになる。これはチリの反応曲線を形成し、���
����B��=均衡は反応曲線

の交点として認識される。モデルでは���に述べたようにこれを地金�鉱石の国際価格とと

もに同時決定する。実際の基準ケースにおける均衡解導出では、外生値の設定のもとで

基準年時の生産�需要および輸出�輸入に関する各国の均衡取引量と均衡価格を復元する

ことが確認される。


�& トータルテスト

本稿でのモデルはパラメタに関して想定がされているのみであり、その十分な検証はお



こなわれていない。モデル全体の推計精度を確認するために、ここでは�###年における

観察値によっておおまかではあるがトータルテストをおこなっておきたい。外生変数は各

国の地金国内需要であり、また鉱石輸出国の現実の鉱石生産量を供給上限とする。ただし

資料は5�EFにのみよっており、�888年での表�の調整された物量バランスより乖離がある

ために、5�EFのみの�888��###年の成長率を与えてシミュレーションをおこなうことにし

よう。シミュレーションの外生設定値は表6のとおりである。ただし 5�EFでは世界集計値

の成長率でみると、それぞれ地金生産量���6'、消費量7�

'、鉱石生産量��6#'の増加を

示している。外生的な条件を同一にする厳密なテストは困難であるが、地金需要国の国

内需要および鉱石輸出国の鉱石生産量、各国の成長率は 5�EFに従い、%�(では0%�およ

び%�1ともに世界地金生産量の伸び���6'で同一とした�
。

表 6+ トータルテストの想定値：�888��###年成長率 0'1

�� �� �� �� �� ��

地金国内需要 ���� 

��� 	��
 �
��� ���
 
���

�� �� �� �� �� �� �


鉱石生産量 
��� 
��	� �
��� ��
	 ���� ���� 
���

このような条件を想定し、モデルでのシミュレーション結果は国際地金価格���8'、国

際鉱石価格�&�&'の上昇を示している。一方、当該期間の���での地金価格は��6��8J��か

ら�7����J��へと����'上昇している。また鉱石の国際価格を得ることは困難であるが、日

本銀行「輸出入物価指数」の銅鉱の輸入価格指数（5K5）では円ベースで�6�#'、東京市場

における月中平均為替レート（日銀）によって変換したドルベースで���7'の上昇を示し

ている��。ここでのシミュレーションは外生値変化の設定として、表6に示した国別地金国

内需要量の変化と、鉱石生産量の上限のみを考慮したものであるが、ほぼ現実に近似し

た結果を得られたと考えられる。

�� シミュレーション

��� 鉱石供給障害

鉱石生産�輸出の供給障害についてシミュレーションをおこなう。ここでの対象国はチリ

（����）であり、�#万�（年間鉱石生産量の
�7'）および
#万�（同8��'）の供給障害のもた

�	ただし F'�Dによる���������年のアメリカでは、地金消費量は���%�万 �から���%�万 �へと微増（�%$万 �）
を示しているのに対し、地金生産量は���%�万 �から���%�万 �へと大幅に（�$%�万 �）減少している。同期間の
����によるアメリカの地金輸出量はむしろ増加（�%�万�）し、また輸入量は�%�万 �の増加に留まっているか
ら大幅に在庫を取り崩したようなかたちになっている。一方で、=�D����では米国内の�� 指定倉庫から��%$
万�の在庫の減少が確認される。ここではこの��%$万�のみ地金備蓄���の売却として外生的にマイナス値を設
定した。またその他の変数、各国の為替レート、製錬コスト指数、長契率などについてはシミュレーションに
おける外生値として調整をおこなっていない。
�
貿易統計による輸入価格指数（貿易価格指数）では銅鉱石の価格上昇率は同期間で$%�&（円ベース）に過
ぎない。F2Fにおける輸入価格指数は、代表的銘柄（銅鉱では含有量$�&チリ産、含有量$�&カナダ産、含有量
��&カナダ産）を抽出調査することで輸入商品の品質差異を除去することがおこなわれている。貿易価格指数
は通関ベースの輸入金額を輸入数量で除した平均単価であり、ここでの比較の意味では F2Fの方が適切である
と考えられる。



らす影響を想定しよう。前者をE�����、後者をE����!とし、ともに競争相手国の鉱石生産

量については増産制約を一律に�'（H�Dでの鉱石生産量の�'増まで供給可能）と設定し

ておく��。またE�����と同等の供給障害を持ちながら、チリ以外の鉱石生産国の増産幅を

ゼロとしたケースがE�����である。なお、長期契約による鉱石輸出については優先的に配

分されるものとしている。

それぞれのケースにおける主要内生変数の変化を整理したものが表7である。チリの供

給障害は、直接的にスポット市場におけるチリの輸出供給量を大幅に減少させる。E�����

の�#万 �の供給障害のケースでは、チリの鉱石生産量
�7'の減少は同国のスポット輸出

量でみたとき �#�7'の輸出減であり、E����!の 
#万 �障害ケースではスポット輸出量は

�&�&'もの低下を意味する。それはチリ以外の競争相手国にとって��
����の減少を意味する

から、それぞれの利潤最大化のもと鉱石生産�輸出を増加させるインセンティブを持つ。

これは鉱石輸出国におけるそれぞれの反応曲線に沿った利潤最大化行動である。（若干の

例外国を除いて）三つのすべてのケースで、鉱石生産量は増産制約とする上限に張り付

いており、鉱石のスポット市場への輸出増はE�����のときインドネシアで��6'、オースト

ラリアで7��'、カナダで7��'、E����!ではそれぞれ
��'、�#�
'、�#��'である。競争相手

国の自らのインセンティブによる輸出増は明らかにチリの供給障害による鉱石市場価格

上昇を緩和させる効果をもっている。しかしながら、そのようなバッファーとなる競争相

手国の増産効果を含みながらも、総合的に鉱石市場価格はE�����で���&'、E����!では

6��&'もの上昇を示している。地金の市場価格でみると、同じく���
'（�6&6J��）および

�6�6'（�
7#J��）の価格高騰である。

地金の生産および輸出入に関する各国の行動をみるために、$��%�についてその影響

を考察しよう。供給障害によって鉱石市場がタイトになったことを受けて、$��%�の国際

価格はE�����で#�
'、E����!で��#'の低下を示している。これ自体は地金生産の機会費用

（収益）の低下を意味する。しかしながらモデルの方程式体系、�����での地金スポット国

産率決定に対する$��%�の機会費用 ����� 、および ����
での地金輸出量決定に対する

$��%�の機会費用�	���のそれぞれの定義に示したように、各国の輸出入に関する意思決定

は国際価格としての$��%�に依存するものの、直接的には各国個別に異なり得るその機

��ここでのシミュレーションでは、何らかの外生的条件の変化（鉱石供給障害、地金需要拡大など）に対し
て、短期的に調整可能な鉱石生産�出荷の増加量における制約を、「増産制約」と呼んでいる。モデルでは新規
開山は短期的に不可能であるとの仮定を持つから、増産の可能性は既存鉱山の操業日数（時間）にのみ依存
していると考えられる。いま鉱山の�ヶ月あたりの平均操業日数を��日と仮定した場合、操業日�日の増加は
�&の増産を意味する。労働、資本、エネルギーなど様々な投入要素の制約を鑑み、このような月産�&の増産
が可能であるとしたとき、年間ベースで�&の増産を実現するためには最低でも�ヶ月が必要になる。外生的な
ショックによって齎される（想定）鉱石需要曲線および反応曲線の変位に対して、その認識および増産の意思
決定、生産投入要素の確保などに要する準備期間が�ヶ月以下であるとすれば、ほぼ�ヶ月分の増産は可能であ
る。ここではひとまず年間増産制約の基準として �&を設定している。
ただし以下の各シミュレーションでみるように、増産制約はゼロ（増産の余地無し）から十分に対応可能な

想定まで、必要に応じて幅を待たせて解釈をおこなっている。増産制約は、文字通り鉱山の技術的制約と考え
ることもできるし、また見方を変えると生産調整期間、つまりモデルにおける時間的視野を与えるものであ
ると解することもできる。時間的視野として解釈すれば、外生的ショックに対して、増産の余地が無いケース
は極めて短期的な影響をシミュレーションしていることに、増産が十分に対応可能なケースは（新規開山すら
含み得る）中長期的な影響に相応すると言うこともできよう。いずれにせよ、それは分析者の問題設定と分析
目的に対応して設定されるべき変数である。



会費用に依存している。表8は、各シミュレーションケースにおいて求められた機会費用

としての$��%�（����� および�	���）のH�Dからの変動率を示している。

表 7+ チリの鉱石供給障害シミュレーション

　�.12�) 　�.12�3 　�.12�4
#.5 6 #.5 6 #.5 6

鉱石生産7�� �		��� 2
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地金国際価格 ������ �	��� �
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	��
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　 �*�は�"=からの差分、&は�"=からの乖離率を示す。単位：地金�鉱石の国際価格は4��、それ以外は千 �

表8に示すように、E�����（あるいはE����!）では$��%�の国際価格は#�

'（同��#�'）

の低下であるのに対して、地金輸出に対する$��%�機会費用�	���では各国でほぼ同等な

#�
��#�
6'（同��#6����
'）の低下を示し、鉱石輸入国（� � 	�）の地金スポット国産率に

対する機会費用����� では逆に、日本および韓国���7'（同&�#�'）、中国��6&'（同7���'）、米

国#��6'（同#�7�'）と上昇している。この地金輸出量と地金輸入量の決定に対する機会費



用の非対称性は、鉱石輸入国における輸入地金に賦課される関税の存在に起因している。

シミュレーションにおけるチリの鉱石供給障害に端を発する地金国際価格の上昇は、地金

輸入各国の国際運賃・保険料を含む�5)輸入価格、それに関税が賦課された陸揚げ価格の

上昇を意味する。関税は一定率（表
のように我が国では�'、米国�'など）で課されるか

ら、関税額は国際地金価格の上昇に伴って増加することになる。これは各国政府の税収増

を意味するが、各国の製錬会社からみたときには国内地金販売価格としての製錬サービ

ス機会収益の上昇である。よって地金国産率を高める（輸入地金から国産地金への代替を

促進する）インセンティブを持つ。この非対称性から鉱石輸出国では地金輸出�生産量を

減少させ、鉱石輸入国でも同様に地金輸出量を減少させる（それに伴って地金生産量を減

少させる）ものの、一方では地金輸入量を減らして国産量を増加させることになる。

表 8+ 機会費用としての$��%�変動率（'）：供給障害シミュレーション
　　鉱石輸入国 �
 � 	�� �� �� �� �� �� ��
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��� 2
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��� 2
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　　鉱石輸出国 �
 � 	�� �� �� �� �� �� �� �
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��� 2
��� 2
��� 2
��� 2
��	 2
��	

�.12�4 2���	 2���	 2���	 2���� 2���	 2���	 2���	

　1'��'の国際価格は、�*/��"-��%$$&、�*/��,-��%��&、�*/��(-��%��&

それを受けて表7にみるように、鉱石輸出国では地金生産量の低下、鉱石輸出国では地

金生産量の上昇という対照的な結果になっている��。鉱石輸出各国では地金生産をE�����

で#���#�
'、E����!で������#'低下させ、その鉱石を国際鉱石市場へのスポット輸出増に充

当していると言うことができる。たとえばE����!のケースではカナダの鉱石生産量は増

産制約により��&�万�に留まるものの、地金生産を#��7万�低下させ、合わせて����万�のス

ポット輸出市場への供給を増加させている。これは鉱石供給障害による直接的な国際鉱石

価格の上昇に対して、鉱石輸出各国が鉱石スポット輸出における機会収益の増加に反応し

た結果であり、地金�鉱石の二つの国際市場の視野からみれば、両市場間での裁定的な働

きをおこなっていると解することができる。

また鉱石輸入国のうち、日本のみが地金生産量を減少させていることに留意されたい。

これは我が国の鉱石輸入がそのほとんどを長期契約に依存していることに起因しており、
��また各国の地金生産量の世界総量は、ここでは外生的に不変である地金国内需要量の世界総量と一致し
なければならない（在庫および備蓄変動は外生である）。よって、ある国の減産は別の国の増産によって補填さ
れなければ需給均衡を達成することはできない。このことは、本稿でのすべてのシミュレーションケースにお
いて、地金需要の世界総量を所与とした場合には、需給均衡の実現のために1'��'の国際価格の変動は結果
として常に（地金輸入�輸出における機会費用の非対称性が齎される範囲に）限られざるを得ないことを意味
している。それは外生的なショックが如何なるものであれ、国際地金価格と国際鉱石価格の連動性（地金�鉱石
の国際市場の裁定）を実現するものであると言い換えることもできる。



スポット国産率���
��（その概念と定義は�����参照）の上昇は輸入地金から国産地金への代

替を量的には僅かに促進するのみであり、むしろ地金輸出の減少量がそれを上回った結果

である。長契による鉱石輸入量の確保は、我が国における鉱石の安定供給には寄与しな

がらも、地金の国内生産における機会収益としての$��%�の上昇には弾力的に対応する

余地が（少なくとも短期的には）制限されていることを意味している。

次にE�����へと議論を移そう。同じ�#万�の供給障害に対して、チリ以外の鉱石輸出国

の増産制約を�'とするE�����と増産の余地は無いとするE�����では、地金価格で���
'か

ら�8�&'へ、鉱石価格で���&'から�6��'へ上昇幅を大きくしている。増産が困難なときに

は僅かに�#万�の供給障害であっても、地金�鉱石の市場価格へ大きな影響をもたらしうる

ことを示している。この供給障害による価格高騰と増産制約との関連については、後に

図6において再度検討することにする。
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図 &+ チリの鉱石供給障害に対する価格指数の変化：増産制約�'

競争相手国の増産制約を�'としたままで、チリの供給障害率を高めたときの、地金�鉱

石の国際価格への影響を図示したものが図 &である。図における供給障害 
�7'または

8��'のときが、それぞれE�����とE����!に相応する。チリの鉱石供給障害が8��'程度に

なったあたりで鉱石の国際価格と地金価格との乖離が進み（それは$��%�の大幅な低下

を意味する）、地金と鉱石の国際市場価格を急速に高めることになっている。これは、鉱

石輸出国の増産制約�'の仮定のもとで短期的に供給増の余地は無く、価格弾性の低い鉱

石輸入国での銅スクラップなどの国内生産�回収量の増加を実現するために鉱石価格が高

騰しなければならないことによると考えられる。不連続的な価格高騰が供給障害のどの



レベルで起こり得るかは、モデルにおけるパラメタ設定値と市場参加国数などによって影

響されるから断定的なことを言うことは出来ないが、ある国の供給障害の規模が、他の

鉱石輸出国の増産制約とも関連して、必ずしも連続的な価格高騰を齎すのみではないこ

とを指摘することはできるであろう。もし旺盛な地金需要が存在し、故に全ての鉱石輸出

国がその生産可能量の上限まで操業をおこなっているような市況のもとで考えるならば、

そのときに発生する大規模な供給障害は、短期的には本稿でのシミュレーションにおける

価格高騰を遥かに凌ぐ価格暴騰を誘引する可能性は否定できない。
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図 6+ 増産制約の緩和に対する価格指数の変化：チリの鉱石供給障害�#万 �

また、チリの鉱石供給障害をE�����およびE�����と同等の�#万�と固定して、競争相手

国の増産制約についてもっとも厳しい#'（増産の余地無し）から徐々に高めた（制約を緩

和した）ときの地金�鉱石の価格指数の推移が図6である（ただし増産制約については各国

一律に与えている）。図における増産制約#'のときはE�����のケースであり、同�'のとき

はE�����に相応する。チリの鉱石供給障害があったとき、他の鉱石輸出国が十分に増産す

る余地があれば、地金�鉱石ともに上昇幅は収束に向かっていることがわかる。シミュ

レーション結果ではチリ以外の輸出国で�&'以上の増産が許容されるのであれば、完全に

価格上昇は一定値をとっている（それ以上の増産制約の緩和は均衡解を変えない）。その

とき地金の価格上昇率は���'、鉱石の価格上昇率は&�
'である。�88#年代の最安値を記

録した�888年を基準年とする限り、表6に示した�888��###年の鉱石生産量の実際の成長率

でみても、インドネシアは�6�8'、オーストラリアは����'の伸びを記録しており、国間で

跛行性はあるもののこの程度のスポット輸出の増加が実際に可能である局面もあるだろ



う。実際の観察値は新規開山による生産増加を含み得るが、それも合わせて増産の余地が

あるときには、チリの�#万�の供給障害は�'程度の若干の価格上昇をもたらすのみで、む

しろ輸出量を増加させた競争相手国の利潤を取引量と価格の両面から高める結果になる

といえる。しかしながら�#万�という鉱石供給障害量は、モデルの基準シナリオにおける

世界鉱石生産量の僅か���7'、同年次の 5�EFによる世界鉱石生産量の���&'に過ぎない規

模のものであるから、他の鉱石生産国が十分に増産に対応できることを仮定しても

���'の地金価格上昇は大きな影響であると評価することもできる。

一方、もし鉱石の市況がタイトで増産の余地があまり無いような状況のもとでは、チリ

の鉱石供給障害が仮に僅かに�'（�#万�）程度であっても、図6に従って地金�鉱石の国際

価格を�#��#'程度高めることになるであろう。これは読み替えると、例えば�週間や�ヶ月

など生産調整が困難である極めて短期的な影響を示すものと解することもできる。この

ような時間的視野に置き換えて考察をおこなえば、図6の横軸に示される増産制約の緩和

は生産調整期間の増加を意味しており、この生産調整期間の時間軸に伴って、価格高騰へ

の影響は収束に向かうものと考えられる。

ここで、供給障害シミュレーションによる価格高騰を評価するために、一つの概念を導

入したい。それは鉱石供給障害に起因する価格上昇をちょうど相殺するような地金備蓄放

出量であり、初期の価格レベルを補償（����	����	）することから、ここでは「補償備蓄

変分」と呼んでおくことにしよう。補償される価格ターゲットを国際地金価格とし、図6

に示された増産制約と地金価格上昇率との関係を前提に、増産制約の水準に対応した地

金の補償備蓄変分を計算したものが図7である��。

図7に示した増産制約の緩和に伴う補償備蓄変分は、チリの鉱石供給障害量�#万�（地

金換算）に対する評価であるから、E�����における増産制約がゼロ（増産の余地無し）の

ときにおいてはほぼ同量（�8�6万�）が補償備蓄変分に相応している。またE�����における

増産制約�'のときには、補償地金変分は�#�&万�である。これはチリ以外の鉱石輸出国が

�'の鉱石増産をすることが可能な場合には、初期供給障害量（�#万�）の約半分の地金備

蓄放出によって、価格の上昇を抑えることが可能であることを示している。逆に言うと、

もし短期的に�'程度の増産余地があれば、それは鉱石輸出国自らの経済的インセンティ

ブによって達成されるから、さらに国際地金価格の安定化のために、地金消費国全体とし

て準備すべき地金備蓄量は�#�&万�であると言うことができる��。さらに増産制約を緩和

したとき補償備蓄変分は、�'では7��万 �、�'では��6万 �、�#'では���万 �、そして増産制

約が無い場合には約��#万�であると計算される。先述と同様に、時間的視野に置き換えて

考察すれば、�#万�の鉱石供給障害に対して長期的には�万�程度の地金備蓄準備があれば
��モデル方程式の変数対応では、地金の補償備蓄変分は地金備蓄純増���において表現される。その計算の
ためには、地金備蓄を放出する対象国を特定化しなければならない。ここでは鉱石輸入国の�����%��
を対
象国として計算している。なお既述のとおり、実際には現在我が国でも米国でも銅地金は国家備蓄の対象とは
なっていない。ここでの補償備蓄変分は現実の国家備蓄の放出を意図したものではなく、地金価格高騰を�"=
レベルに補償するための備蓄放出量を概念的に定義したものである。またここでの補償される価格ターゲッ
トは国際地金価格としているから、国際鉱石価格をターゲットとしたときとは（地金�鉱石の価格連動性から
ほぼ類似するものの）若干異なり得る。
��増産制約を�&としたとき、�*/��"での��万 �の鉱石供給障害では補償備蓄変分は��%�万 �であるが、同様
に �*/��,に対応した $�万 �の鉱石供給障害に対しては、補償地金変分は ��%�万 �と計算されている。
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図 7+ 増産制約の緩和に伴う補償備蓄変分：チリの鉱石供給障害�#万 �

対応可能であると解される。

最後に、パラメタ設定値の変化による �	���������を確認しておきたい。モデルのH�D

ケースおよびシミュレーションケースは表&でのパラメタ設定値を前提としている。チリ

の�#万�の供給障害と鉱石生産他国の�'増産制約ケースであるE�����を基準とし、感度解

析（�	��������� ��������）として地金のスポット国産率決定における代替弾性���に着目しよ

う。各国共通に��� - ���とした基準想定値に対して、E������では各国一律に��#、E�������

では��#としたときの主要外生および内生変数の変化を示したものが、表�#である��。

表�#の感度解析の結果をみると、地金代替弾性が���であるE�����における地金�鉱石の価

格はそれぞれ�6&6�
J��および�
�
��J��であったが、弾力性を��#と小さくしたE������では

E�����の計算結果よりもそれぞれ���7J��（対E�����で�#�8'）および�&�
J��（同����'）だけ

低下し、弾力性を��#と大きくしたE�������ではそれぞれ���8J��（同/#�7'）および�
��J��

（同/��#'）だけ上昇している。これをH�Dからの地金�鉱石の価格上昇率として計算する

と、E�����では���
'と���&'の上昇であったのに対して、E������では ���
'と�
��'の上

昇、E�������では����'と�&�6'の上昇である。両ケースともに、パラメタ���の変化が地

��パラメタである鉱石生産の短期限界費用値について留意しておきたい。基準ケースにおける図�で述べたよ
うに、モデルでは各種パラメタの設定に伴って、基準年の鉱石輸出実績量をちょうど説明するような鉱石生産に
おける短期限界費用のパラメタ��

��が逆算されている。よって地金の代替弾性の変動による感度解析によって、
パラメタである限界費用 ��

��
もまた変化することになる。いま地金の代替弾性が小さいとき、図�に示すよう

な鉱石の（想定）輸入需要曲線および残差需要曲線の傾きは急になるから、残差需要曲線から導かれる限界
収入曲線は+切片が上昇し傾きは急になる。よって��-�'となる点で基準シナリオの初期鉱石輸出量を満た
すためには、限界費用が小さくなる必要がある。一方、地金の代替弾力性が大きいときには、その逆である。



表 �#+ 感度解析：地金の代替弾力性
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　 �*�は�*/��"からの差分、&は同乖離率。単位：地金�鉱石の国際価格は4��、それ以外は千 �

　鉱石限界費用はパラメタ ��
��を示す（鉱石市場価格-�%�）



表 ��+ 価格変動率の感度解析：地金代替弾力性と地金輸出価格弾性
地金代替弾力性���

��� ��� ��� ��
 ��
 ��� 
��

地 ��� ���� ���� ���� ���� ���� �
�� �
��

金 ��� �
�� ���� ���	 ���� ���� �
�� �
�


輸 2��
� 2���� 2���� 2���� 2��
� 2���� 2����

出 ��� ���
 ���	 ���� ���� �
�� ���� ����

価 ��� ���
 ���� ���� ���� �
�� ���� ����

格 2���� 2��
� 2��
	 2���
 2���� 2��

 2��
�

弾 ��
 ���� ���� ���� �
�� �
�� ���
 ����

性 ��� ���� ���
 ���� �
�
 ���� ���� ����

���� 2���� 2���	 2��
� 2��
� 2���
 2���
 2����

地金輸出価格弾性 ��
��の上段は鉱石輸入国、下段は鉱石輸出国

価格変動は上から地金、鉱石、1'��'の順（すべて価格変動率&）

金�鉱石の国際価格に与える影響は小さなものであると言うことができるであろう。

また地金の代替弾性���と地金輸出の価格弾性�	��（基準設定値は鉱石輸入国で#�7、鉱

石輸出国で��#）の双方の変化による、国際地金価格、国際鉱石価格および国際$��%�

のH�Dからの変動率のみを示したものが表 ��である。ここでもチリの �#万 �の供給障

害と鉱石生産他国の �'増産制約ケースである E�����を基準としており、表 ��では、

�	�� - #�70� � 
�1� ��#0� � 
�1および��� - ���のときはE�����に相応する（また�	��は不

変のままで、���を��#としたケースが表�#のE������であり、��#としたケースがE�������で

ある）。地金価格でみれば、最も価格上昇率が低いのは地金の代替弾性と地金輸出の価格

弾性がともに小さい�#��'であり、逆に高いのは両パラメタがともに大きい�
�#'である。

鉱石価格でも同様にH�Dに対して最低値で���6'上昇、最高値で�6�&'上昇となっている。

双方のパラメタ変化による価格シミュレーションへの影響も、比較的軽微なものであると

言えるかも知れないが、表7に示したようなシミュレーション結果もこの程度の幅を持っ

て解釈されるべきであろう。

　

��� 地金需要拡大

鉱石供給障害シミュレーションと対照的に、ここでは需要側からの価格高騰リスクについ

てシミュレーションをおこなおう。対象国は中国（���B）とし、地金国内需要量が�#'お

よび&#'の増大に対する影響を考察することにする。ここでも鉱石輸出国の増産制約が問

題であり、完全にオープンにしたもとでのE�����（�#'増加）およびE����!（&#'増加）

と、�#'地金需要増と�'の鉱石増産制約とするE�����の三つのケースを想定する。シミュ

レーションによる主要内生変数を示したものが表��である。中国地金需要の�#'増加は


��8万 �（世界の地金総消費量の���7'）、&#'増加は8��7万 �（同&��&'）に相当する。

中国における地金の国内需要の拡大は、国内生産量の増産によるか、あるいは輸入地金

によって充足されなければならない。地金の国産率の決定に対して、地金と鉱石の輸入価

格の差分としての$��%�が中国の製錬会社にとって機会費用（収益）となる。E�����につ



いてみると、$��%�の国際価格���は#�6'増と僅かな上昇であるが、中国国内における機

会費用としての$��%������ は��7'増の上昇を示しており、結果として地金国内需要量の

増加分
��8万�のうち�
��万�（増加分に対するシェアでは6
��'、H�Dからは�8��'増）を

地金の国内生産量の増加によって、���6万�（同����'、�6�#'増）を地金輸入の拡大によっ

て充当している��。

そして中国は地金国産量の増加分�
��万 �に対して、短期的に国内鉱出および銅スク

ラップの増産�回収は量的に限られていることから、そのほとんど（8
��'）の����万�を鉱

石のスポット買いによって調達している。これはH�Dにおける中国のスポット買いによる

原料鉱石の調達量の�7'増を示している。H�Dにおいてさえ中国は鉱石のスポット市場に

おいて世界貿易量の�&�
'のシェアを占める最大の輸入需要国であるが、このシミュレー

ション結果ではそのシェアは�&�7'にまで上昇している�	。地金と鉱石の世界貿易量（輸出

総量-輸入総量）をみると、中国の地金輸入量���6万�の拡大を受けて、（各国の$��%�の

機会費用 ����� は上昇していることから）他の鉱石輸入国は海外地金への依存を縮小し

（日本�#�
'、韓国���
'、米国���&'）、その相殺される効果も含めて地金の世界貿易量は

#�6'増に留まっている。一方で、鉱石の世界貿易量は、中国の直接的な輸入増����万�に加

え、鉱石輸入各国の国産地金の増産の影響により、世界貿易量は7��'増、スポット市場の

みに限ると���&'もの増加を示している。H�D（(H�Eに対応）における鉱石世界貿易量

は地金のそれのほぼ半分程度であるが、ここでのシミュレーション結果のようにもし中国

が消費地生産を志向し、中国の長契依存度が低いことを鑑みて鉱石のスポット市場の規模

が拡大してくるとすれば、当該市場における大きな不安定要因であるように思われる。

以上のようなE�����における地金�鉱石の取引量の変化は、H�Dから国際鉱石価格を

���8'、国際地金価格を�7��'（�7&���J��）高めている。ここで、地金�鉱石と$��%�の国

際価格の変動について、鉱石供給障害シミュレーションと地金需要拡大シミュレーション

との比較から整理しておこう。鉱石供給障害シミュレーションでは、供給障害によって地

金�鉱石の国際価格はともに上昇するものの、ここでのシミュレーションとは逆に$��%�

は下落していたことに留意されたい。地金市場と鉱石市場の二つを比較すると、外生的

なショックの性格の相違により、供給障害シミュレーションでは相対的に鉱石市場がより

タイトとなっており、地金需要増大シミュレーションではその逆に相対的には地金市場が

��ここでのシミュレーションでは、鉱石の増産については短期的に調整可能な増産制約率を導入している
が、地金生産については特に制約を設けていない。よって特に�*/��,における��&もの地金国内需要量の増加
のケースでは、国産量の増産率が過大である可能性は残っている。地金国産率では ���
式に表現されるよう
に、長期契約による海外鉱の存在からその最下限を設定しているが、各国の製錬能力量を短期的に増産制約
とした上限値についても導入する必要があるかもしれない。もし�*/��,において地金増産制約が設定された
ならば、ここでのシミュレーション結果よりも、地金輸入量の増加と（国産地金の減少による）鉱石輸入量の
減少、そしてそれに起因する国際地金価格の上昇と国際鉱石価格の低下がおこるであろう。また、それは国際
価格としての1'��'の上昇を意味するから、他の鉱石輸入国の裁定的な働きにより、二つの国際価格の跛行
性はそれほど大きなものにはならいと考えられる。各国の製錬能力の導入による、一般均衡的な影響につい
ては次の検討課題としたい。
��表�に示した F'�Dのデータにみるように、���������年の実際の中国の地金需要成長率は��%�&であり、鉱
石スポット市場における需要側からの影響力を増加させていることが指摘される。また中国は、銅の埋蔵量で
みると（�*)�	"
 '�//��*�+ �#//"	*�� ����）、チリ、米国、ペルーに次ぐ第四位の地位（����万 �、世界全体
の �&）を占めていることから、長期的には国内鉱出の増加が見込めるかもしれない。



表 ��+ 中国の地金国内需要拡大シミュレーション
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　 �*�は�"=からの差分、&は�"=からの乖離率を示す。単位：地金�鉱石の国際価格は4��、それ以外は千 �
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図 8+ 中国の地金需要拡大に対する価格指数の変化：増産制約無し
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図 �#+ 増産制約の緩和に対する価格指数の変化：中国の地金需要�#'拡大



タイトになっている。ともに地金�鉱石の国際価格上昇をもたらすものの、$��%�の国際

価格でみたとき前者ではマイナス、後者ではプラスの相反する方向に動く傾向にある。

前者を���� ���=型、後者を"	���" ����型と呼ぶことにしよう。前節���で詳細に検討した

ように、鉱石供給障害に起因する���� ���=型価格上昇では、$��%�の国際価格の低下に

伴って地金輸出量決定に対する$��%�の機会費用�	���は低下し、地金輸出量は減少してい

た。ここでの地金需要拡大に起因する"	���" ����型の価格上昇では、$��%�の国際価格

自体が上昇する傾向にあるから、関税に守られている鉱石輸入国の製錬会社にとって輸入

地金から国産地金への代替を促進する効果があるのみではなく、地金輸出量もまた増加

させるインセンティブを持つことになる。このことは海外地金に対する需要の減少と供給

の増加を意味するから、地金市場において価格高騰を抑える（地金需要拡大の外生的

ショックによる直接的な価格高騰効果を緩和する）機能を持つ。一方で、地金生産量の増

加によって鉱石需要量は増大するから、我が国のようなカスタムスメルターは鉱石の国際

スポット市場において追加的に調達する必要に迫られ、国際鉱石価格の上昇を引き出す裁

定的な働きを持っている。このように地金需要増に端を発する需要側からの価格上昇は、

鉱石価格をも引き上げる（����）ことになる。

ここでの考察のように、地金�鉱石の価格高騰は、供給側からの���� ���=型および需要

側からの"	���" ����型の双方によって齎され得る。外生的なショックによる価格高騰を一

般に「供給障害」と呼ぶのであれば、「供給障害」は需要と供給の両面に起因すること、

またともに結果としての地金�鉱石の価格高騰を齎すものの、地金�鉱石の国際市場におけ

る需給均衡のメカニズムは大きく異なると言うことができる��。

国内地金需要増を&#'とするE����!でも、上記のような傾向は同様であるが、"	���"

����型の価格高騰は地金価格で 
8�6'（���
��J��）、鉱石価格で &��8'にもなっている。

E����!は8��7万�もの地金需要増のケースであるから、鉱石輸出国が増産制約無しに生産�

輸出をおこなうことができたとしても大きな価格高騰をもたらさざるを得ない。鉱石輸

出国の増産制約をおかずに、中国の地金需要量の拡大に伴う地金�鉱石の国際価格への影

響を示したものが図8である。図における地金需要拡大�#'（
��8万�）のときがE�����、

&#'（8��7万�）のときがE����!に相応する。�'の地金需要拡大では地金価格の��7'上昇、

鉱石価格の���'上昇の微小な影響に過ぎないが、地金需要増に伴ってほぼ直線的に価格上

昇が示されている。E����!に相当するほぼ&#'程度まで拡大したとき、地金�鉱石の国際

価格は急速に上昇している。

またE�����と同様な�#'（
��8万�）増を外生的ショックとした上で、鉱石輸出国の増産制

約を�'とするE�����では、地金価格を�6��'（�����8J��）、鉱石価格を
&��'上昇させてい

る。これは増産制約の無いE�����のほぼ�倍の価格高騰であり、短期的に生産調整が困難で

ある場合には大きな影響を持つことを示している。同様に地金需要拡大�#'のもとで、増産

��これを鉱山会社からみれば、鉱石供給障害の直接的な発生国を除き、(��� 0#��型および��/")� 0#

型の
いずれに起因せよ、価格上昇は経済的利益である。関税に守られた国における製錬会社も、結果としての価
格上昇は経済的利益を生むが、��/")� 0#

型の方がより大きな恩恵を受ける。一方で、内需よりも主に外需
に大きく依存した（関税の賦課の無い国における）製錬会社においては、��/")� 0#

型はメリットであるが、
(��� 0#��型ではデメリットである。



制約を（E�����に相応する）�'程度から徐々に緩和したときの地金�鉱石の国際価格指数

の推移を示したものが図�#である。増産制約の緩和に伴って国際価格の上昇率は収束に向

かっていく。その収束点はE�����に示した地金価格上昇率�7��'、鉱石価格上昇率���8'で

あり、鉱石輸出各国は増産することは技術的に可能であったとしても、それ以上に増産す

る経済的インセンティブが無いことにより、高い価格において均衡が達成している。

��� 鉱石長期契約

我が国（��LK）の長期契約による鉱石輸入量が減少し、スポット買いによって調達をおこ

なわざるを得ないケースを想定してシミュレーションをおこなおう�
。ここではE�����と

して我が国の長契輸入鉱石の�#'縮小ケース、E����!で�#'縮小ケース（ともに鉱石輸出

国の増産制約は無し）、および長契輸入�#'縮小とともに増産制約を�'としたE�����の三

つのケースを想定する。長契輸入量の縮小は、鉱石輸出国側からみれば長契輸出量の縮

小を意味するから、各シミュレーションケースではH�Dの長契輸出量に比例的に減少する

ことを想定しよう（もちろんその差分をスポット市場で売却することができる）。我が国

は自主開発や融資買鉱などのかたちで、多大な経済的�時間的コストを払って長期契約を

実現している。ここでのシミュレーションは、仮想的に、その縮小に伴う短期的影響をみ

るものである。その検討を通じて、長期契約の政策的意義を考察しておきたい。シミュ

レーションによる主要内生変数を示したものが表��である。

我が国の長契輸入�#'縮小（�#�#万�）は、基準ケースシナリオにおける世界長契鉱石貿易

量の����&'、�#'（�#�#万�）は�6��&'に相当する。そしてE�����の�#'縮小のケースでは、

我が国の鉱石スポット輸入量は、ほぼ中国に匹敵するレベルにまで増大することを意味し

ている。一方、鉱石輸出国では長契輸出量をそれぞれのケースで一律に����&'、�6��&'縮

小するが、チリの長契輸出の減少量が最大でそれぞれ�#��万�、�
��万�である。いま地金の

国内需要は一定であるから、我が国は長契鉱石輸入量の減少に対して地金の国内生産量を

減らして輸入地金への依存を高めるか、あるいは鉱石のスポット買いを大幅に増加させな

ければならない。もし我が国が長契ものの減少分だけスポットものを増加させ、一方で鉱石

輸出国においても一定の鉱石生産量のうち長契ものの減少分をスポット市場へと供給す

ると仮定すれば、その総量は同じであることから国際市況に対してあまり大きな影響を

持たないと考えられる。しかしながら鉱石輸出国は、利潤最大化を実現するために長契

ものの減少分をすべてスポット市場に供給しない、つまり減産をすることが考えられる。

E�����の結果をみると、地金の価格上昇と関税の存在による機会費用としての$��%�

の上昇から、日本はむしろ地金輸入量を若干ながら（#��'）減少させ、鉱石のスポット輸

入量を��#'増加させている。これは完全に長契の減少分をスポット買いによって補填して

いる姿である。最も長契輸出量が減少したチリにおいて、それをスポット市場に供給する

よりも減産をおこなった方が利潤最大化をもたらし、�&�7万�（
�#'）の減産をおこなって

�	長期契約輸入量の減少は、（長契輸入鉱石による地金生産を除いたベースによって定義した）地金のス
ポット国産率���

��
を大きく増加させることになるから、シミュレーションのケースに応じてパラメタ
��を予

め変えなくてはならない。
��は基準年値の�������� ���� ���
��

に対応しているから、��

��
の減少によっ

てその設定値は大きくなる。



表 ��+ 日本の長期契約縮小シミュレーション
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　 �*�は�"=からの差分、&は�"=からの乖離率を示す。単位：地金�鉱石の国際価格は4��、それ以外は千 �



いる。一方で、チリの競争相手国であるインドネシアは��#'増、オーストラリア��6'増、

カナダ��#'増、パプアニューギニア�&��'増と、鉱石輸出量の少ない国で増産がおこなわ

れている。これはチリの意図した減産を受けて、チリ以外の輸出国では��
����の減少に

よって残差需要の変位を意味することから増産（スポット鉱石供給増）をおこなうことが

利潤最大化になる。���
����B��=均衡の達成によって、結果として国際鉱石価格は6�6'の

上昇、地金価格は&��'の上昇（�&&8��J��）となっている。僅かながら$��%�の国際価格は

減少しており、このシミュレーションはチリの意図した鉱石減産による���� ���=型の価格

上昇をもたらしていると解することができる。

長契輸入量を�#'縮小とするE����!では、同様にチリの&�7'（�7��万�）の減産およびチ

リ以外の鉱石輸出国の増産を受けて、地金�鉱石の国際価格はそれぞれ����'、�
�#'上昇

する。図��では長期契約の縮小幅の増大に伴う地金�鉱石の国際価格の変動の推移を示し

ている。地金価格でみれば短期的に最大��'強程度の価格上昇が生じ得るという結果に

なっている。

E����!に対し、鉱石輸出国の増産制約を�'としたケースがE�����である。増産制約は

H�Dにおける鉱石生産量に対して設けられることから、E����!でH�Dよりも減産をおこ

なっているチリに関しては十分な増産余地があることを意味している。一方、チリ以外の

鉱石生産�輸出国は残差需要の変位に対応しての増産幅は限られることから、鉱石の

スポット輸出供給もオーストラリアで E����!の ���&'増から E�����の �
��'増、カナダ

�8��'増から�7�#'増へと供給増量を縮小している。これを受けてむしろ供給制約に余裕

のあるチリは、減産幅をE����!の&�7'減からE�����では��8'へと縮小し、スポット輸出を

����'増から�7�7'増へと増大させている。その結果として地金�鉱石の国際価格はそれぞ

れ�#��'、����'上昇である。増産制約をゼロ（増産の余地無し）から徐々に緩和したとき

の、対応する国際価格の推移を示したものが図��である。もし鉱石輸出国で増産の余地

が無いケースでは、地金価格で�#'程度の価格上昇となり、増産制約�&'程度のときから

ほぼ収束に向かっている（収束点はE����!である）。

以上の短期的シミュレーションは、仮想的に我が国の長期契約が突然に履行されなかっ

たような状況に相応している。それは短期的な視野において、我が国の長期契約の存在

が、国際地金価格の安定性に寄与する潜在的な経済的便益を示していると解することも

可能であろう。しかし、その潜在的便益の受益者は我が国の地金需要者のみではなく、国

際商品である地金のすべての需要者である。表�に示した鉱石輸入国の長期契約率はモデ

ルの基準ケースを与える一つの設定値であるが、実際の長期契約も鉱石輸入各国におい

て（受益と負担の一致を近似的に持つように）均等におこなわれずに、我が国の長期契約

率が突出して高いと思われることを鑑みると、我が国の資源政策にとって再考されるべき

余地があるだろう。ここで考察したような短期的な視野からの潜在的便益を実現し、受益

と負担を明確にするためには、国際地金価格の上昇から負の外部性を受ける複数の地金

消費国による公的世界備蓄制度などが、一つの代替案であると考えられる。このことを

���で導入した補償備蓄変分の概念によって確認しておきたい。

図��は、長期契約�#'（�#万�）縮小ケース（図��）における増産制約の緩和に伴う補償
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備蓄変分を示している。増産制約がゼロ（増産の余地無し）のときは国際地金価格の

����'上昇分を補償する地金備蓄放出量は���6万�である。増産制約の緩和に伴って、国際

地金価格の上昇率は縮小するから、補償備蓄変分も小さなる。増産制約�'（E�����に相

応）とき地金価格は�#��'上昇であり、補償備蓄変分は�6�
万�、&'ではそれぞれ����'と

����万�、ほぼ収束する増産制約�&'以上では地金価格上昇率は����'（E����!）で補償地

金変分は�#�
万�程度である。短期的な視野において、我が国の長契鉱石輸入量（�#万�）

の存在による潜在的便益を評価するならば、それは�#��6万�程度の地金備蓄量に相応する

と認識することができる。

最後にここでのシミュレーション結果を受けて、より中長期的な視野から、長期契約の

政策的意義を考察しておきたい。図��での鉱石生産�輸出国における増産制約が無い姿

（E����!に相応）は、中長期的な価格上昇効果を示している解することもできる。しかし、

それは鉱石市場に対する新規参入�供給者が無いという留意点のもとでの議論である。

E����!のような国際価格の高位安定（地金��'上昇、鉱石�
'上昇）があったとき、それ

は鉱石生産における限界費用に比して市場価格がより高くなっていることを意味してい

る。もし完全競争的な市場観を持つのであれば、長期的には当該市場への新規参入を促

し、市場価格が限界費用に一致するまで供給増加を続けるであろう。そのような完全競

争的かつ長期的市場観に立つとき、長期契約の存在に一国経済の視野からの外部性

（	.�	
������）を見出すことは困難であろう。

しかし、非鉄鉱物資源の偏在性と、非鉄メジャーによる寡占化の進行を考えると、自由



に新規参入がおこりうるか、長期的に完全競争的な市場観を許容し得るかは、慎重に検

討されなければならない。もし何らかの制約により、長期的に参入障壁が存在するのであ

れば、長期契約の存在による外部性を認めることができる。�###年�#月、H�������社（英

国）は%�� *����社（英国）の完全買収によって、�	

� ����
�"�銅山（チリ）とE�	��	銅

鉱床（チリ）の�##'権益を手中にした。昨年には、世界最大の銅鉱山である�����"�"�鉱

山（チリ）の�6��'の権益を持つHIK社（オーストラリア）とH�������社の合併が発表さ

れ、HIK H�������社は��M����社（チリ）、K=	��� M�"�	社（米国）に次ぐ第三の銅生産

者となり、チリとペルーに銅生産を集中化しつつある。また昨年末（�##�年��月）、世界

最大の銅生産会社��M����社は、鉄鉱石最王手で�88#年代以降民営化されたN��	 "� %��

M��	（ブラジル）と銅鉱山の共同開発に関して提携を発表した。非鉄メジャーの市場支配

力を巡る競争は、銅から非鉄全体、そして鉄鉱石をも含んだ資源全体の戦略性を視野に

入れている。我が国の長期契約は、加速する寡占化の進行を睨みながら、価格安定化装置

としての強化を目的に更なる検討を要する。
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*��	�"�.：変数対応表

変数 対応 変数 対応

内生変数 ��
�� 鉱石長契輸入量

��� 地金国内生産量 ��
�� 鉱石長契輸出量

��� 地金輸出量 ��� 国内製錬費指数

��� 地金輸入量 ���� 鉱石国産費用指数

���� 地金輸入価格指数 @��� 年間可能採掘量

��� 地金国際価格指数 初期値

��� 鉱石国際価格指数 � �
�� 地金国内生産単価

��� 製錬サービス国際価格指数 ��
�� 地金輸入単価

���� 製錬長契国際価格指数 � �
�� 地金国内需要単価

���� 鉱石長契国際価格指数 � �
� 地金国際単価

����� $��%�機会費用指数（輸入） � �
� 鉱石国際単価

�	��� $��%�機会費用指数（輸出） ���
�� $��%�機会費用単価（輸入）

��
�� 地金国産率 � 	�

�� $��%�機会費用単価（輸出）

���
�� 地金スポット国産率 ��� 国内製錬費用単価

��� 鉱石国内生産量 � �
�� 鉱石国内生産単価

��� 鉱石国内需要量 ��
�� 鉱石輸入単価

��� 鉱石輸出量 � �
�� 鉱石国内需要単価

��� 鉱石輸入量 ���
�� 鉱石スポット輸入価格単価

�	�� 鉱石輸出価格指数 ���
�� 鉱石長期契約輸入価格単価

���� 鉱石輸入価格指数 パラメタ

����� 鉱石スポット輸入価格指数 ��� 地金国産率関数

��
�� 鉱石国産率 ��� 地金国産率関数

��
�� 鉱石スポット輸入量 :��� 地金輸出基準量

@��
�� 鉱石スポット輸出上限値 �	�� 地金輸出価格弾性

��
�� 鉱石スポット輸出量 :��� 鉱石国産基準量

����� 鉱石長期契約輸入価格指数 ��� 国内鉱価格弾性

外生変数 ��� %�比（対$��%�）

��� 地金国内需要量 ���� %�連動係数（上）

��� 地金備蓄純増 ���� %�連動係数（下）

�� 為替レート � 地金期待連動係数

�� 関税率 ���� 限界費用係数

��� 地金国際運賃 ��� 推測的変動

��� 鉱石国際運賃


